





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































品目 1879　の関゜ 1879年聖の 』MAOの関税　要求案
農業機器 25．0％ 17．5％ 35．0％
ロー・縄 15．0％ 5．0％ 15％ないしは20％
皮革製品 20．0％ 17．5％ 35．0％
家具 35．0％ 17．5％ 25～30％
靴 25．0％ 17．5％ 35．0％
綿布 15％＋1セント／1平方ヤード 17．5％
綿製の衣服 30．0％ 175％ 35～50％
石炭 50セント／1トン 0 175％
銑鉄 2ドル／1トン 0 トンあたり数ドルの従量税
トウモロコシ 7．5セント／1ブッシェル 0 100％
茶 10％＋2セント／1ポンド 5セント／1ポンド








局（カナドル）A 1878年時の機械産業に従事する工場 53 2093 2，231，300
B Aの工場における1884年の状況 53 3334 3，593，700
C 1878～84年の間に設立された工場 10 357 351，600
D 1884年時の機械産業（B＋C） 63 ミ691 3，945，300
E 1878～84年期の増加数（D－A） 10 1，598 1．714000F 1878～84年　の日加　（D／A） 118．9％ 176．3％ 176．8％
2オンタリオ、ケベック州における農業機器産業（1878～1884年）
工 用 同（カナ　ドル）A 1878年時の農機産業に従事する工場 39 1，713 2．627ρ00
B Aの工場における1884年の状況 39 2700 4757ρ00C 1878～84年の間に設立された工場 18 519 671，500
D 1884年時の農機産業（B＋C） 57 3，219 5428，500
E 1878～84年期の増加数（D－A） 18 1，506 2，801，500





A 1878年時の綿織物産業に従事する工場 4 1，361 1，800，000
B Aの工場における1884年の状況 4 2，126 3．35α000
C 1878～84年の間に設立された工場 13 2，375 3，448，000
D 1884年時の綿織物産業（B＋C） 17 4，501 6，798ρ00
E 1878～84年期の増加数（D－A） 13 3，140 4，998，000
F 1878～84年　の日加　（D／A） 425．0％ 330．7％ 377．7％
4．オンタリオ、ケベック州における鉄鋼業（1878～1884年）
工日 用 局（カナタドル）A 1878年時の鉄鋼業に従事する工場 43 1，910 2，464，500
B Aの工場における1884年の状況 43 2801 歌294500C 1878～84年の間に設立された工場 21 1，162 887，700
D 1884年時の鉄鋼業（B＋C） 64 3，963 4182200
E 1878～84年期の増加数（D－A） 21 2053 1，717，700
F 1878～84年期の目加　（D／A） 148．8％ 207．5％ 169．7％
5．オンタリオ、ケベック州における服飾産業（1878～1884年）
工 用 局（カナタドル）
A 1878年時の服飾産業に従事する工場 37 歌602 4．217500
B Aの工場における1884年の状況 37 5，674 6，641，000
C 1878～84年の間に設立された工場 24 1，165 1，327，700
D 1884年時の服飾産業（B＋C） 61 6，839 7，968，700
E 1878～84年期の増加数（D－A） 24 3，237 3，751，200
F 1878～84年　の　加　（D／A） 1649％ 189．9％ 188．9％
αオンタリオ、ケベック州における製造業の総計 （1878～1884年）
工 用 局（カナドル）A 1878年時の二つの州における工場 467 2Z869 34131，100
B Aの工場における1884年の状況 467 42080 53．554500
C 1878～84年の間に設立された工場 258 13453 23，715，600
D 1884年時の二つの州における製造業（B＋C） 725 55533 77，270，100
E 1878～84年期の増加数（D－A） 258 27，664 43，13軌000
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1871　（i） 1881 18ハ幽団年間の増加寧 1891 鵬1～鱗年間の増痴皐 1901 田91卿1901繕間の増加畢噸871噌1901年闇の増加畢
辰業機器 2，085，393 4，405，397211．3％ 7，493，624 170．1％ 9．5971389 128．1％ 460．2％
靴 16，133，68817，895，903 UO．9％ 18，990，381 106．1％ 18，48t216 97．3％ 114．6％
家具 3，580，978 5，471，742152．8％ 7，706，098 140．8％ 6．9491384 90．2％ 194．1％
3，726，345 6．5791082 176．6％ 9．7441416148．1％ 6，650，912 68．3％ 178．5％?
（　なし） 3．956β61 一 9，460，525 239．1％ 3，954，172 41．8％ 99，9％（ii）
綿織物 78t8003，759，412 480．9％ 8，741，734 232．5％ 12，033，052 137．7％ 1539．1％
造酒 4，082，537 1，790，80043．9％ 2，199，600 122．8％ t620，418 73．7％ 39．7％
’・イラー 363，450 324，25389．2％ 188．6％ 328．6％エンジン 1，044，525 1β38，000 128．1％ 21452，978147．6％ 4，626，214
小麦 39，135，910 41，772，372106．7％ 51，883，286 124．2％ 31，835，873 61．4％ 81．3％
鋳物 7，325，531 8，663，957 118．3％ 17，164，030 198．1％ 15，292，445 89．1％ 208．8％
毛　・子 2．875ρ603，352，961 116．6％ 41964，941 148．1％ 5β76，467 118．4％ 204．4％?
298，000 1，197，514 40t9％ 4，380，019 365．8％ 6，912，457 157．8％ 2319．6％
精肉 3，799，552 4，084，133107．5％ 5，264，143 128．9％ 22，217，964 422．1％ 584．8％
鞍・手綱 21465，3213，233，973 13t2％ 4，180，461 129．3％ 3，427，255 82．0％ 139．0％
材木 30256，24738，54t752127．4％ 51，262，435 133．0％ （数なし）
ミシン （数値なし） 1，048，277 一 775，630 74．0％ 752，303 97．0％ 71．8％（ii）
船舶 4，432，262 3，557，25880．3％ 3，067，475 86．2％ t899183661．9％ 42．9％
衣服 9．345β7515，102，963 161．6％ 22，648，553 150．0％ 17，755，730 78．4％ 190．0％?
9，484，93215，144，535 159．7％ 111422，86075．4％ 12，068，600 105．7％ 127．2％
タバコ 2，435，343 3，060，306 125．7％ 5，627，765 183．9％ 11，802，112 209．7％ 484．6％














































1 バター 1ポンドあたり2ペンス 1ポンドあたりt5ペンス
（従量）
?
1ポンドあたり1ペンス 1ポンドあたり0．75ペンス? 自転車 100ポンドあたり12ポンド10シリング 100ポンドあたり9ポンド7シリング
（従価・特殊） 薬品 100ポンドあたり25ポンド 100ポンドあたり18ポンド15シリンク
皿 機械製品 2．5％ 無税
（特恵適用国からの輸 鉄道資材 2．5％ 無税
入は無税） パイプ 2．5％ 無税
ボルト 2．5％ 無税w 農業機器 無税 無税
（無税） 鉄鋼製品 無税 無税
鉄鋼 無税 無税
紙 無税 無税
V（その他） その他 10．0％ 7．5％
出典：Canadian　Manufacturers’Association，　lndustrial　Canada，1903　Nov．　p．281をもとに
作成
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第二部　小括
　第一部で検討したように、1880年代中葉のカナダにおいて帝国経済関係緊密化の議論を
主導したのは、保守党政府の指導者層と一部の帝国主義者であり、その主張はカナダ国内
において極めて限定的なものでしかなかった。しかし、このような状況を一変させたのが、
1887年以降のカナダ国内における米加通商同盟論の高揚である。カナダの人々、特に製造
業者やカナダIFLに集う帝国主義者達は、アメリカ合衆国という「他者」を媒介にするこ
とで、帝国関係の強化を現実問題として認識するに至ったのである。この1880年代後半か
ら90年代初頭における通商同盟論争期において、カナダ世論はカナダ製造業者やカナダ
IFLによる反通商同盟論を通して、カナダの貿易パートナーとしてのイギリス本国の存在を
再認識させられたのである。その結果、1890年代中葉以降、カナダを帝国の枠組みに位置
づけた上で、帝国内における統合強化、より具体的にはイギリス本国と植民地カナダ間の
通商関係の緊密化を促進することが、経済発展の方向性を模索するカナダにとって主要な
課題となったのである。
　1890年代中葉において、このような議論を率先して唱えたのが、モントリオール商業会
議所を中心とするカナダ各地の商業会議所であった。彼らは、イギリス本国のみならず、
1880年代後半頃から関心を抱いていた西インドやオーストラリアといった他の帝国地域へ
の輸出市場拡大の手段として帝国特恵論を受容し、帝国内経済的統合強化の議論を展開し
たのである。商業会議所に集う貿易業者は、輸出拡大と帝国経済関係強化、帝国の統合に
一貫性を見出したのであり、コングレスでもイギリスの会議所代表が唱える自由貿易論に
対して特恵関税に基づく帝国の経済的統合の重要性を訴えたのである。
　他方、カナダ製造業利害は、この特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係強化の議論
に関して異なる見解を抱いていた。1880年代後半から90年代初頭にかけて、カナダ製造
業者の主要な市場はカナダ国内であり、彼らにとってカナダが対英特恵関税を認めること
は、イギリスからの輸入増、つまりカナダ市場での競争激化を引き起こすものであり、到
底受け入れることができなかったのである。つまり、当該期におけるカナダ製造業者は、
帝国経済関係の緊密化や帝国統合という議論と自らの国内市場での商品販売を重視する姿
勢を相反するものと理解していたのである。
　しかし、1890年代におけるカナダ製造業の発展、そして他の自治植民地に対する輸出市
場拡大への関心の高まりによって、彼らの目が国内だけでなく海外にも向けられるように
なると、特恵関税はそれまでとは一転して、カナダと他の自治植民地を繋ぐ有効な手段と
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して彼らに認識されるようになったのである。このようにして、世紀転換期におけるカナ
ダ製造業利害による認識の変化を通して、CMAはカナダ各地の商業会議所と並んで、カナ
ダにおいて経済的観点から帝国統合を主張する団体へと変貌を遂げたのであり、CMAと商
業会議所は、カナダ国内において帝国特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係強化の議
論を高揚すべく尽力したのである。
　さらに彼らの活動は、カナダ国内に留まるものではなかった。1903年にイギリス本国で、
植民地大臣であるジョゼフ・チェンバレンが関税改革運動を開始し、本国による対植民地
特恵関税導入の機運が高まると、この運動を支援すべく、これらのカナダの経済団体が立
ち上がったのである。この1903年以降におけるイギリス本国における関税改革運動と植民
地との経済関係強化の議論の高揚に対して、カナダ各地の商業会議所やCMAが果たした役
割については、第三部で検討する。
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第三部　イギリス関税改革運動とカナダ商工業利害
　1903年5月15日、彼の地元バーミンガムで開催された統一党大会において、聴衆の前
に立ったイギリスの植民地大臣であるジョゼフ・チェンバレンは、現職の閣僚でありなが
らイギリス通商の基本政策である自由貿易を批判し、帝国統合に向けての関税改革の必要
性を主張した1。その演説の中で、彼はイギリスの貿易相手として、「帝国を選ぶか、それと
も外国を選ぶのか」という問いを発し、特恵関税に基づく本国・自治植民地間の経済関係緊
密化を足掛かりに、彼はイギリス帝国の統合を強化することの必要性を訴えたのである2。
チェンバレンによるこの「バーミンガム演説」は、すぐさまイギリス国内で大問題となり、
5月28日には下院で、6月15日には上院で大論争を巻き起こした3。しかし論争は議会に
とどまらず、世論を二分するほど大きな波紋を投げかけたのである。本国において19世
紀末からIFLをはじめとする団体や政治家達によって議論されてきた帝国特恵関税を手段
とする帝国経済関係緊密化の議論は、チェンバレンが全国遊説を行い、イギリス国民に直接
その真意を問う「チェンバレン・キャンペーン」の開始をもって、その頂点に達したので
ある。
　このチェンバレンによる関税改革運動は、主に二つの側面を有していた。その一つが、
「国内的側面」、っまり彼の関税改革運動がイギリス国内の経済に与える影響である。彼の
掲げる特恵関税の導入が、19世紀中葉以降イギリスが堅持する自由貿易政策の転換を伴い、
外国産品に対して国内製造業を保護するという効果を持つがゆえに、関税改革運動は米独
を中心とする新興工業国に対する保護主義運動という意味合いを持っていた4。さらにイギ
リスにおける関税改革、つまり輸入関税の導入はイギリスを中核とする多角的貿易決済構
造に基づく流通、投資、サーヴィスの流れを妨げるものであり、保護を支持する製造業利
害を基盤とする関税改革派とシティ金融利害を中心とする自由貿易派の間にイギリス通商
政策の方向性をめぐる激しい対立を引き起こしたのである5。
　その一方で、チェンバレンの関税改革運動が第一部、第二部で検討したような19世紀
後半以降に本国・植民地で展開した帝国連邦運動や特恵に基づく帝国経済関係の緊密化の
議論を継承するものであり、チェンバレン自身の関心も国内における製造業保護ではなく、
帝国の統合強化にあったという点は見過ごされるべきではない6。そのため、彼の関税改革
運動はイギリス国内における政治的キャンペーンではあったが、チェンバレンにとって彼
が考える帝国の経済的統合の構想を実現させるためには、本国における通商政策の変更と
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同時に自治植民地側の対英特恵政策の維持・強化が必要だったのであり、植民地による対
英特恵の破棄は彼の計画を根底から覆しかねなかったのである7。このように、チェンバレ
ンによる関税改革運動は、本国内だけでなく自治植民地の経済政策やそれを支える諸利害
の動向にも規定されていたのである8。事実、チェンバレンによる本国での特恵関税導入に
向けての運動は、カナダにおける特恵関税論者が帝国特恵体制確立に向けての第一歩と位
置づけ、長い間待望してきたものであった。ゆえにカナダの特恵関税論者は、本国におけ
る通商政策の変更、つまり特恵の導入を導くために本国でのチェンバレンによる関税改革
運動の支援を行うべく、カナダ国内、そしてイギリス本国でこれまで以上に自らの見解を
強く訴えたのである。
　第三部では、この1903年以降本国において展開したチェンバレンによる関税改革運動
に、特恵関税支持を標榜するカナダの経済利害が与えた影響を検討する。第七章では、バ
ーミンガム演説の約3ヶ月後である1903年8月にモントリオL－一・一ルで開催された第五回コ
ングレスを事例に、イギリス本国・カナダ商工業者間の特恵関税に基づく帝国経済関係緊
密化をめぐる論争、そしてカナダ商工業者によってコングレスの機会を利用して行われた
カナダ経済発展のみならず、帝国経済発展に向けての諸活動を検討する。また第八章では、
カナダ製造業利害が本国において関税改革運動を直接的に支援した事例として、1905年6
月から7月に行われたCMAのイギリス視察旅行の意義について、その旅行の目的やCMA
代表によってイギリス国内で行われた演説、そしてそれらに対するイギリス商工業者の見
解を分析する。これらの点について検討することによって、19世紀後半から20世紀初頭
のイギリス帝国内における特恵関税体制樹立をめぐる最後にして最大の論争となった関税
改革運動に対するカナダ商工業者や製造業者の見解や彼らが果たした役割といった関税改
革運動の「帝国的側面」について明らかにすることを目指す。
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註lJ．　Chamberlain，‘Demand　f（）r　Inquiry’，　in　J．　Chamberlain，　Imperial　Union　and　7arげ
　Reform’Speeches　Deliveredプ70m　May　15　to　Nou　4，1903（London：G．　Richards，1903），
　pp．14－17．
2Chamberlain，‘Demand　for　lnquiry’，　p．17．
3London　Chamber　of　Commerce，　Chamber　ofCommerce　Journal，1903　July，　p．153．
4B．正L　Brown，　The　TariJffReform　Movement　in　Great　Britain　1881－1895（New　York：Columbia
University　Press，1943）；山田昭夫「チェンバレン・キャンペイン（1903－06年）とイギリス
製造業関係者の対応（1）、（2）、（3）」、『札幌学院商経論集』第7巻第1号、第2・3合併
号、第11巻第1号1990－1994年。
5S．B．　Saul，‘The　Economic　Significance　of‘℃onstructive　Imperialism”’，／ournal（～f
Econom　ic　History，　Vb1．17（1957）；S．B．　Sau1，　Studies　in　British　Overseas　Trade　1870－／914
（Liverpool：Liverpool　University　Press，1960）（久保田英夫訳『イギリス海外貿易の研究』、
文眞堂、1980年）．吉岡昭彦『近代イギリス経済史』、岩波書店、1981年。桑原莞爾『イギリス関
税改革の史的分析』、九州大学出版会、1999年。しかし近年の研究が明らかにしているよう
に、関税改革に対する支持はこのように明確には分断されず、シティ金融・サーヴィス利
害も一様ではなかった。また製造業利害も必ずしも国内市場の保護を支持していたのでは
なく、むしろ他の保護主義国との双務的な関税協定の締結とその手段となる報復関税を支
持しており、イギリス各地の商業会議所が、チェンバレンの関税改革に対して明確な見解
を表明することを差し控えていたことが指摘されている。F．　Trentmann，‘The
Transformation　of　Fiscal　Refbrm：Reciprocity，　Modernization，　and　the　Fiscal　Debate
within　the　Business　Community　in　Early　Twentieth・Century　Britain’，　Historieal　Journo1，
Vbl．39，　No．4，1996，　pp．1018・1020；AJ．　Marrison，　British　Business　and　Protection，1903－1932
（Oxford，　Oxfbrd　University　Press，1996），　chap．3．松永友有「20世紀初頭イギリスにおけ
るシティ金融利害の政策志向」、『社会経済史学』第62巻第6号、1997年。松永友有「イ
ギリス関税改革論争再考一バルフォア報復関税構想という代替案をめぐって一1、『歴史学
研究』第817号、2006年。
6P．」．　Cain，‘The　Economic　Philosophy　of　Constructive　Imperialism’，　ill　C．　Navari，　ed．，
British　Politics　and　the　Spirit　ofthe　Age（Keele：Keele　University　Press，1996），　p．43；松永「イ
ギリス関税改革論争再考」、17ページ。
7A．S．　Thomp　son，　Imperial　Britain’The　Empire　in　British　Politics　1880－1932（Harlow，
Longman，2000），　pp．82，89，97．
8イギリス自由党党首キャンブル＝バナマンH．Campbell・Bannermanは、植民地カナダ
の動向に影響されるチェンバレンを「カナダ感情の『紹介者』」と椰楡している。Canadian
Annual　Review，1905，　p．445．
236
第七章　イギリス関税改革運動とカナダ商業会議所
　1901年10月2日、イギリスから遠く離れた植民地カナダのモントリオール商業会議所
理事会の会合で一つの議題が持ち上がった。その議題とは、ロンドン商業会議所から打診
された次回コングレスのモントリオールでの開催についてであった。このコングレスは、
第二章、第五章で検討したように、1886年の第一回開催以降、1892年、1896年と数年毎
にロンドンで開催されていたが、1900年に開催された第四回コングレスにおける「コング
レスは帝国各地の商工業の中心地で開催されるべきである」という提案を受け、「ロンドン
に次ぐ商工業の中心地」としてモントリオールに白羽の矢が立ったのである1。このmンド
ン会議所からの打診に対して、モントリオール会議所の理事会会員達は、全会一致で次回
コングレスのモントリオール開催を受諾したのである2。この開催決定を経て、約二年後の
1903年8A17日から5日間、モントリオール会議所主催の下、第五回目となるコングレ
スが開催されたのである。
　この第五回コングレスは、先にも触れたように、それ以前の4回のコングレスが、全て
ロンドンで開催されていたのに対して、初の植民地での開催となったコングレスであった。
そのためにそれ以前のコングレスと比べ、開催地であるカナダ国内の会議所からの参加者
が非常に多いコングレスであった3。加えて、第五回コングレスが開催されたのは、チェン
バレンによるバーミンガムでの帝国特恵関税支持演説の3ヶ月後であり、帝国商工業界の
関心は、コングレスでの特恵関税問題の徹底的討論とこの問題への対応に集まっていたの
である4。このような特徴と意義を有する第五回コングレスは、20世紀初頭におけるカナ
ダ商工業者の経済政策志向、特に特恵関税に基づく帝国の経済的統合に関する見解を明ら
かにする上で非常に重要な事例を提供しているといえるであろう。さらに、第五回コング
レスにおいて注目すべきは、その討議内容だけではない。結論を先取りして言うならば、
カナダ会議所代表達にとって、コングレスは帝国経済問題について討議し、彼らの見解を
訴える場であると同時に、コングレス参加者達、中でもイギリスから参加した代表達にカ
ナダ経済の発展を示し、カナダがいかに貿易、投資、移民に適した地であるかを訴える場
であると考えられていたのである。無論、マリソン（A．J．　Marrison）も指摘するように、商
業会議所を構成する会員の利害は一様ではなく、また広大な領土に点在するカナダ各会議
所の代表達が、コングレスにおいて帝国経済政策に関して完全に統一した見解を打ち出し
ていたと考えることは難しい5。しかし、コングレスに参加したカナダの商工業者達に目を
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向け、コングレスを通して自らの利益の追求、カナダ経済の発展、さらには帝国経済の発
展を願う彼らの姿勢を明らかにすることは、従来等閑視されてきた20世紀初頭の帝国商
工業界におけるカナダ商工業者の占める位置を理解する上で意義深いことであると同時に、
チェンバレンが本国を舞台に繰りひろげられている関税改革運動を帝国の枠組みで捉え直
す視座を提供するであろう。
　以下では、第一に第五回コングレスを主催したモントリオール会議所の準備活動を検討
した上で、第五回コングレスにおける中心議題であった特恵関税論争におけるカナダ商工
業者の見解を分析する。さらにコングレス終了後に開催されたカナダ視察旅行の意義につ
いて検討したい6。
第一節　モントリオール商業会議所によるコングレス開催の準備活動
　　（1）モントリオール会議所の経済政策志向と組織の構成
　世紀転換期において、モントリオールは小麦輸出ブームを背景に金融・工業・貿易等あ
らゆる面でカナダ経済における中心的な地位を担っていた。このカナダ経済の中心地にお
いて商工業者の利害を反映し、州や連邦政府に対して圧力団体として機能していただけで
はなく、先のコングレスを通じてカナダ特恵利害の一翼を担っていたのがモントリオール
商業会議所である。以下本論に入る前に、第五回コングレスを主催したモントリオール会
議所の経済政策志向と組織構成について若干触れておきたい。
　モントリオール会議所の経済政策志向を見ると、1840年代の帝国特恵廃止以後の輸出貿
易における壊滅的打撃の結果、アメリカの貿易業者との協調を図り、1870年代中葉に至る
までは、自由貿易支持が会員の問での支配的な見解であった7。しかし、繰り返し行われた
セント・ローレンス運河の開削によって大型船舶の入港が可能になる一方、カナダ国内にお
いて酪農品や小麦といったステープル産品の生産が増大した結果、モントリオールはそれ
らの商品を本国へと輸出する拠点としての機能を強化したのであり、モントリオール会議
所もニューヨークの貿易業者との競争に打ち勝ち、対英輸出を拡大しようと企図するに至
ったのである。
　それを促進する手段として会議所会員の目に止まったのが、1890年代初頭にカナダIFL
によって主張されていた帝国特恵関税であり、彼らはイギリスへのステープル輸出増をは
かる手段として、特恵関税支持の傾向を強めていったのである。そして会議所会員達が帝
国経済政策の改善、端的に言えば、特恵関税による経済的帝国統合を訴える場として位置
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付けていたのがコングレスだったのである。モントリオ・・一一Lル会議所は、第一回コングレス
以降、全コングレスに代表を派遣するだけでなく、第二回コングレス以降は特恵関税支持
の論陣における中核として、活発な議論を展開していたことは前章までで見たとおりであ
る。
　このモントリオール会議所は、1903年当時947人の会員を抱えるカナダ最大の会議所
であり、そのような多くの会員を統括する運営機構も確立されていた。モントリオール会
議所の運営機構は、6つのセクション（貿易業、金属製品、銀行、穀物取引、食糧品卸し、
雑貨卸し）と7つの常設委員会（執行委員会、市政に関する委員会、州政府立法に関する委
員会、連邦政府立法に関する委員会、破産法に関する委員会、港湾航行委員会、鉄道委員
会）、これに加えて、仲裁委員会と書記によって構成されていた。そしてこれらのセクショ
ンや委員会を統括し、運営の中枢に位置していたのが、計10名（会頭1名、副会頭2名、
会計1名、理事会員6名）から構成される会議所理事会である8。1901年10月2日のコン
グレス開催決定以降、コングレスの準備活動は、この理事会が担当することとなった。し
かし、理事会はモントリオール会議所の一機関であり、コングレス以外の業務も扱わなけ
ればならなかった。そのために、約一年間の準備活動を経て、コングレスの開催準備のみ
に従事する組織の必要性が叫ばれた。その結果、1902年度第一副会頭ポジソン
（AHodgeson）ら執行委員会のメンバー4人を中心に9、1902年度会頭マクフィ（A．McFee）
とエイムズ（H．Ames）、書記ハドリル（G．Hadrill）、そしてモントリオール地区会議所の代表
3名を加えた、計10名で構成されるカナダ準備委員会（Canadian　Committee　of
Arrangements）が設立され、1903年2月以降コングレス開催準備の権限を引き継いだの
であるlo。この会議所理事会と準備委員会を中心に、モントリオール会議所はコングレス
開催の準備活動を進めていくこととなった。以下では、会議所の準備活動の中で特に重要
であった三つの問題、政府からの資金援助、冊子の編纂、カナダ視察旅行に関する準備に
ついて取り上げ、モントリオール会議所によるコングレス開催の意図について検討してい
きたい。
　　（2）政府からの資金援助
　コングレス開催に向けて会議所が最初に直面したのは、コングレス開催費用捻出の問題
であった。モントリオール会議所は、コングレス開催を望んではいたが、その費用を捻出
できるほどに予算の余裕はなく、コングレス開催を決定しだ1901年10月2日の理事会で、
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コングレス開催のために、カナダ連邦政府ヘコングレス開催資金の援助を要請することが
決められていた11。この資金の使い道として考えられていたのが、コングレス終了後に開
催を予定していたコングレス参加者のためのカナダ視察旅行開催の費用である。モントリ
オール会議所は、イギリスをはじめとする帝国内の商工業者が大挙して訪加するコングレ
スを、帝国諸問題に関する討議の場としてだけでなく、カナダ経済の状況を直に示し、貿
易、投資、移民に適した場であることを宣伝する機会と捉えていた。この視察旅行開催の
ためには、政府からの資金援助は不可欠であり、コングレス開催決定と同時に解決すべき
問題として取りあげられたのである。
　会議所の期待を受けて、翌年1902年2Hには、モントリオール会議所から代表団がオ
タワに派遣され、カナダでのコングレス開催に関して首相ローリエら連邦政府関係者と会
談し、彼らに資金援助を要請した12。このオタワ訪問の結果、政府もカナダでのコングレ
ス開催を望んでいることを確認することはできたが、会議所が最も望んでいた連邦政府か
らの資金援助を得ることはできなかった13。その後数回代表団が派遣されたが、コングレ
ス開催を4ヶ月後に控えた1903年4月になっても交渉は進まず、書記ハドリルは「2万
5000ドルの政府からの援助がなければ、コングレスの準備が進められない」と具体的な金
額を明示して政府からの支援を求めたが、政府はその要求を聞き入れなかった14。しかし
翌月、モントリオール会議所は、会議所に所属する連邦政府の議員であるプレフォンテイ
ン（R．Prefbntaine）、マッケイ（RMacKay）、ビッカーダイク（RBickerdike）の3名と連絡を
取り、彼らをカナダ準備委員会の委員として任命した。・そして議員達からも政府に資金援
助に関して働きかけるよう要請したのである。彼ら三名が中心となり、再度政府へと資金
援助を要請した結果、1903年5月9日には、政府が会議所の要請した2万5000ドルの資
金援助を受諾するという知らせが会議所へと届けられたのである15。政府からのこの巨額
の資金援助によって、ようやくモントリオール会議所はコングレス開催費用、そしてカナ
ダ視察旅行の費用を確保することができたのである。
　一方モントリオール会議所は、政府への資金援助要請と同時に、コングレス参加者達の
接待費として、モントリオール市民に1万5000ドルの寄付を募っていた。これに対し、
コングレス名誉総裁ストラスコナ卿（Lord　Strathcona）などから、多額の寄付が寄せられた
のである16。これらの活動により、会議所はコングレス開催決定時からの最大の問題であ
った資金面での問題を克服したのである。イギリス以外で開催された初のコングレスは、
このような多方面からの援助によって成り立っていたのである。
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　　（3）冊子の編纂
　コングレス開催に向けての援助は、上記のような資金面での援助にとどまるものではな
い。カナダ経済に関する情報冊子の編纂も各方面からの多大な援助があって初めて完成さ
せることができたのである。
　1902年11月17、18日の2日間、ロンドン会議所代表団がモントリオールを訪問した
際、彼らと会頭マクフィの間でコングレスの準備に関して会談が持たれた17。しかしその
議論の内容以上にマクフィが問題視したのが、彼らがカナダの経済事情に関して疎かった
ということである。そのような状況に対して彼は、たとえ帝国内の商工業者が訪加しても、
彼らがカナダ経済についての知識を持ち合わせていなければ、彼らにカナダの経済機会を
示すことができないと考えた。そしてロンドン会議所代表団がモントリオールを後にした
翌日の11月19日に開催された理事会で早くもこの問題を取りあげ、コングレス開催前に
イギリス各会議所代表達にカナダの経済事情を記した冊子を作成し、配布すべきであると
提案したのである。理事会もマクフィの提案に同意し、書記ハドリルを通じて、冊子に掲
載する文章の寄稿をカナダ各州政府首相に要請したのである18。
　この冊子の発行目的は、完成した冊子の序文にあるように、「コングレス参加者に簡潔な
かたちで、カナダの歴史、諸制度、資源に関する情報を与えること」であり19、その姿勢は要請に
応じて送られてきた原稿の内容に対する会議所の評価にも表れていた。オンタリオ州首相ロス
（G．W．Ross）が会議所に提出した原稿の内容は、オンタリオ州の土地と人口、歴史と制度、資源と
その開発状況、運輸に関する記述で占められており、その内容は、「まさしく我々が望んでいた通
りの申し分のない出来である」と、ハドリルはロスへ礼状を送っている20。これに対して、ブリティッシ
ュ・コロンビア州がいかにハンティングに適しているか書いたブリティッシュ・コロンビア州情報局書
記コウネル（R．E．Coanell）の原稿には、「オンタリオ州の原稿のように」書き直すことを命じている21。
このようにして各州から集められ、会議所の意図する内容へと書き改められた原稿を元に、
冊子『カナダ自治領便覧（Handbook　ofthe　Do〃iinion　ofCαnada）』は刊行され、コングレスに
参加する代表達に配布されたのである22。
（4）視察旅行の準備
　たしかに冊子『カナダ自治領便覧』に目を通すことで、カナダへとやってくるコングレ
ス代表達は、訪加以前にカナダ経済についての情報に触れることができた。しかし、モン
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トリオール会議所が準備活動の中で最も重視していたのが、カナダへやってくる商工業者
達のために視察旅行を開催することであった。いかにモントリオール会議所がこの視察旅
行開催を重視していたかは、ロンドン会議所がコングレス開催初日を暫定的に9月1日に
すると打診してきた際、それよりも2週間早い8月17日開催を要求したという点からも
窺える。理事会によると、日付変更の理由は、「コングレスにおける討議のための1週間
を考慮すると、コングレス代表達が、小麦収穫の最盛期にマニトバ州やノースウェスト準
州を訪れることができるため」であった23。たとえ視察旅行が開催されたとしても、コン
グレスが9月1日に開会するならば、代表達がプレーリーの小麦栽培地帯を訪れる9月中
旬から下旬頃には、小麦の収穫はすでに終わってしまっている。そのために、小麦の収穫
を見せ、カナダ産小麦への関心を引くことで移民の誘致と小麦輸出の増大を見込んでいた
モントリオ・一一・・ル会議所にとって、9月1日開会では不都合だったのである。
　この視察旅行の準備として、モントリオール会議所が最初に行ったのは、カナダ国内の
鉄道会社、船会社等の交通機関各社との運賃交渉である。視察旅行の準備が始められた際、
連邦政府からの資金援助の目処はいまだ立っておらず、旅行開催費用を極力抑え、旅行参
加者の費用の負担を軽減するためにも、運賃交渉は視察旅行準備の最優先課題であった。
会議所はCPR他、グランド・トランク鉄道（Grand　Trunk　Railway　System：以下、　GTRと
略記）、インタ・一一・・コロニアル鉄道等、各交通機関宛てにカナダ視察旅行の開催と運賃無料を
要請する手紙を出して交渉を行い、視察旅行開催までには、これらの鉄道会社をはじめ、
カナダを周遊するのに必要な全路線の運賃を無料とする契約を取り付けたのである24。
　旅行準備に関する第二の問題は、旅行の日程についてである。当初、カナダ準備委員会
旅行計画担当者エイムズは、約6週間の旅行日程からなるプランをロンドン会議所書記マ
ーリー（K．B．　Murray）に提示し、彼を通じて帝国各地からの参加者を募ろうと考えていた。
しかし、6週間では長過ぎるので、旅行に参加したくても参加できない人がいるのではな
いかという助言を受け、エイムズは旅行参加希望者の都合に応じた異なる長さからなる3
つの旅行計画を用意したのである25。
　このようにモントリオール会議所は、2年近くに渡る準備活動を経て、当初掲げた資金
援助の獲得、冊子の編纂、そして視察旅行開催計画他の周到な準備の下、帝国各地からモ
ントリオールへとやってくる商工業者を出迎えたのである。
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第二節第五回帝国商業会議所会議における特恵関税論争
　　（1）共同決議案をめぐる論争
　1903年8月17日の朝、コングレス会場となったモントリオールにあるウィンザーホテ
ルの広間は、帝国各地からやってきた500名を超す商工業者で溢れかえっていた。そして
コングレス名誉総裁である駐英カナダ代表ストラスコナ卿と、議長であるロンドン会議所
のブラッシー卿の二人による開会演説をもって、5日間に及ぶ第五回コングレスは開会し
たのである。
　コングレスに際して、コングレスの議事運営を担当するロンドン会議所コングレス組織
委員会には、討議すべき議題として帝国各地から計75本の決議案が寄せられた26。この中
で、「本国・植民地・属領間通商関係」に関する決議案は、表7－1のように12本に及ん
でいる。この12本の決議案の内訳を見ると、12本中10本がカナダ会議所から出された
ものであり、うち7本が明確に特恵関税に言及する内容となっている27。残りの2本は、
過去のコングレスにおいても論争を主導してきたマンチェスター会議所、ロンドン会議所
によるものであった。マンチェスター会議所は、第五章で検討したように、初参加となっ
た第三回コングレス以降、一貫して自由貿易堅持の立場を貫いており、第五回コングレス
においても本国製造業を危険に晒す特恵関税に反対し、現状の自由貿易支持の立場を明ら
かにしている28。
　一方、ロンドン会議所が掲げた決議案は、現状の帝国経済状況を調査し、今後の政策決
定の一助とするための特別委員会の招集を本国政府へと訴えるものだった。当初の予定で
は、「第五回コングレス1号決議案」として議事録に記されているモントリオール会議所
決議案から、セント・ジョン会議所の12号決議案まで順番に討議されることになっていた。
しかし議長ブラッシー卿は、コングレス開会後すぐに討議時間節約のために12本の通商
関係決議案を一つに要約した「共同決議案」をもとに討議すべきであると提案した29。こ
のブラッシー一一・・卿の提案を受けて、マンチェスター、ロンドン、そしてトロント会議所代表
による共同決議案作成のための小委員会が急遽設けられ、小委員会による約1日半の討議
の結果、これら12本の決議案を要約した共同決議案が作成されたのである。この共同決
議案は、「相互利益の原則に基づく通商政策の採用によるイギリス帝国間の紐帯強化」と「帝
国構成地域の財政に関してしかるべき検討」の必要性を訴えるトロント会議所決議案と「帝
国諸地域間通商関係強化の可能性を検討するための特別委員会の任命」を掲げるロンドン
会議所決議案を組み合わせた内容となっていた。
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　しかし、この共同決議案の中には、第五回コングレスでの通商問題討議における最大の
関心事であった「特恵」や「チェンバレン」の文言が含まれていなかった。イギリス商業
会議所パリ支部（British　Chamber　of　Commerce，　Paris）の代表であるボディントン
（0．E．Bodington）は、この共同決議案を「つまらない決議案」であると不満を述べている30。
しかし、この特恵に言及しない共同決議案は、一方でボディントンも認識していたように、
自由貿易を主張するマンチェスター会議所と特恵関税を訴えるカナダ各会議所の意見を折
衷した結果であった31。そしてこの共同決議案制定を積極的に推進したのはロンドン会議
所である。帝国最大の会議所として多様な利害を内包するロンドン会議所内では、バーミ
ンガム演説以前から特恵、報復関税支持と自由貿易支持の問で会員の意見は対立しており、
コングレスに向けてのロンドン会議所決議案作成の際、会議所としての立場を決めかねて
いた。また先に触れたように、第五回コングレスは初めてイギリス以外の土地で開催され
たコングレスであり、コングレス参加者に占めるカナダ代表の割合が非常に高いという特
徴があった。そのため特恵関税支持決議案が提出された場合には、カナダ会議所の対応次
第では、多数決で特恵関税支持決議が可決されてしまう可能性があった。このようなコン
グレス議場の雰囲気を、アッパー・インド会議所（Upper　India　Chamber　of　Commerce）代
表マクロバート（A．McRobert）は、「自由貿易派はどうしようもないほどの少数派であり、
彼らにできることは決議案をできるだけ彼らにとって害の少ないものへと変更を迫るよう
努力することであった」と述懐している32。そのために特恵関税の問題に対して態度を保
留しているロンドン会議所にとって、コングレスの総意として表明される決議に、「特恵」
の文言が含まれることは回避しなくてはならなかったのである。よって第五回コングレス
における特恵関税をめぐる論争は、妥協的な共同決議案の条文をいかに解釈するかをめぐ
って展開したのである。
　その際解釈の中心となったのは、条文に含まれる「相互利益の原則」という語である。
トロント商業会議所代表の農業機器製造業者コックシャットは、共同決議案動議者として
妥協的な決議案を読み上げた後、この相互利益という語に関して以下のような解釈を試み
た33。彼は、相互利益を有益な政策である一方、自己犠牲を伴う政策であると捉えていた。
よって本国は、特恵関税を施行することで、短期的には不利益が生じるかもしれないが、
長期的視野に立てば保護主義国との関税引き下げ交渉の手段、そして潜在的な植民地市場
を開拓しうるという利点を得るということから、その利益は不利益を凌駕することができ
るとコックシャットは述べている。また外国商品への関税賦課によって本国市場でのダン
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ピングを廃し、イギリス産業の生産を安定させることが、植民地への輸出を増大させ、ひ
いては帝国統合を促進することができると言い、コングレス参加者、中でもイギリスから
来た代表に対して自由貿易の再考、植民地への特恵供与を迫ったのである。この点からコ
ックシャットは、チェンバレンによるバーミンガム演説をイギリス本国が帝国特恵関税施
行への第一歩を踏み出したとして評価している。そして特恵関税こそが帝国を救済し、帝
国を構成する諸地域を感情による緩やかな結びつきから、他国との通商戦争に耐えうる実
利的な統合へと向かわせる手段であると指摘したのである。
　このようなコックシャットの主張は、関税改革によるイギリス製造業に対する保護関税
障壁の導入や国内市場での競争力強化、そして特恵関税による植民地への輸出増進という
本国の製造業者が望むものを強調した内容であった。同時に彼の主張は、帝国内における
各地域をそれぞれ発展させることがその総体たる帝国を発展させるというカナダにおける
帝国統合論を反映したものであり、上記のような特恵によってイギリス本国経済の発展を
促すという議論は、その裏にカナダもまた特恵関税を通してイギリスと同様に発展を目指
すという姿勢を自明としたものだったのである。
　上記のようなコックシャットの演説に対して、強烈な批判を浴びせたのは、第三回コン
グレスにおいて帝国特恵関税の導入を主張するカナダ会議所代表達と激しい議論を展開し
たマンチェスターの綿、杭毛紡績業者ホランドである34。彼は第五回コングレスに全英商
業会議所連合会（Association　of　Chambers　of　Commerce　of　the　United　Kingdom）の代表と
して参加したが、本来の所属はマンチェスター会議所であり、他のマンチェスター代表の
ヘルム（E．Helm）、ロイス（S．W．　Royce）と共に、イギリス本国の自由貿易政策を擁i護す
る演説を行った35。彼は、共同決議案から外されたマンチェスター決議案を元に「イギリ
ス産業に損害を押しつけるいかなる考えも拒否する」と発言し、帝国特恵関税は本国への
負担を伴うものであり、共同決議案に含まれる「相互利益の原則」に反すると主張するの
である。この点を論拠にホランドは、特恵関税という単一の財政政策を施行することによ
って、異なる諸地域を一つのシステムに結びつけることは愚行であり、全ての帝国地域が
その必要性に応じた財政政策をとることが帝国の財政システムを維持し、帝国貿易を相互
に発展させるというのである36。このようにしてホランドは、コックシャットが唱えた特
恵関税による経済的統合の主張に反駁したのである。
　では、特恵関税による帝国統合を批判したホランドは、何に帝国統合の拠り所を求めた
のであろうか。彼がその拠り所とするのは、植民地から本国への忠誠という感情的紐帯で
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あり、貿易黒字で帝国諸地域間の紐帯の強さを計る特恵関税による経済的統合は下劣で考
慮するに値しないと切り捨てるのである。彼はこのように主張することで、帝国統合の問
題を経済的な問題から感情の問題へと置き換え、帝国統合の議論から特恵関税の問題を取
り除こうと企図したのである。しかし、ホランドが主張する「感情的帝国統合論」におい
て見過ごされるべきではないのは、彼が唱える「感情」はあくまで植民地に本国への一方
的な忠誠を求めるものであり、それに対して本国は帝国の中心として植民地を統制するこ
とが必要であるというのである。彼の考える帝国経済観の中では、「本国と植民地は主従の
関係にあり、主たる本国の衰退は、それに従う植民地をも衰退させる」ため、帝国経済政
策について検討する際には、第一に中心たる本国経済の安定を考えねばならないのである。
そのため、ホランドが想起する帝国経済の発展は、本国を帝国内唯一の工業国に、そして
植民地をその輸出販売市場とする帝国内分業体制の構築であり、植民地製造業の発展を阻
害することを意味していた。このように整理されるホランドの主張は、コックシャットら
カナダ会議所代表にとって承服し難いものであった。
　　（2）帝国経済関係の緊密化とカナダ輸出の拡大
　イギリス本国でのチェンバレンによる関税改革運動における争点の一つは、本国におけ
る植民地産穀物への特恵関税付与をめぐる問題であったが、その際イギリスへの穀物供給
地としてチェンバレンの関心を引いたのが、「帝国の穀倉」カナダである。このイギリスへ
の穀物輸出拡大をコングレス参加者に対して訴えたのが、モントリオール会議所のミーエ
ン（R．Meighen）である37。彼は製粉業者としての経験から、カナダにおける対英穀物輸出貿
易について持論を披渥した38。その内容とは、イギリスにおける外国、特にアメリカ産穀
物依存状況を「嘆かわしい状況」であると非難し、イギリスからの移民供給、そして植民
地産穀物への特恵付与によって、外国食糧供給依存から脱した自給帝国の創設が可能であ
るというものであった。こう主張し、自らを「チェンバレン主義者」と名乗ることで、ミ
ーエンはチェンバレンが語る自給帝国の議論に関心を示す本国商工業者を惹きつけた。一
方、彼の主張には特恵関税によって、イギリス穀物市場から商売敵であるアメリカ穀物輸
出業者を排除するというカナダ穀物輸出利害の思惑も働いていたのである。その他のカナ
ダ会議所代表も、「帝国統合における問題点は、本国が必需品供給を植民地から受けていな
いこと」というモントリオール会議所代表G．A．ドラモンド（GADrummond）の主張に代表
されるように、本国における穀物をはじめとする一次産品輸出市場拡大を目指して、イギ
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リスにおける特恵関税付与を訴えた39。
　しかし、第二章、第五章で検討した第一回、第二回コングレスが開催された1880年代
後半から1890年代初頭の状況とは異なり、カナダ輸出市場拡大の矛先は、本国への一次
産品の供給という点のみに向けられていたのではない。この時期のカナダ会議所代表達が
関心を抱いていたのは、イギリスだけでなく、カナダより後進的な帝国地域であるオース
トラリア・ニュ・一一・一ジーランドへの工業製品輸出市場の拡大である。
　コングレスにおける通商関係決議案をめぐる論争において発言したカナダ会議所代表達
の所属会議所を見ると、その大半がオンタリオ、ケベック州の会議所代表であった。一方、
太平洋岸のブリティッシュ・コロンビア州のヴィクトリア、ヴァンクーヴァー会議所の代
表であるラグリン（C．H．　Lugrin）とアーヴィング（H．B．　Irving）は、本コングレスにおける
特恵関税をめぐる議論がイギリスにおける穀物特恵に集中していることを批判し、中央カ
ナダの会議所代表とは異なる視点、つまり対オーストラリア工業製品輸出の拡大という視
点から、特恵関税による帝国統合を支持していた40。世紀転換期におけるカナダの輸出に
占めるオーストラリアの割合は約1．6パーセントであり、輸出の約6割を占めるイギリス
に比して決して大きな市場とは言えなかった。しかし総輸出の3分の1を占める農業機器
を筆頭に、その輸出品目の大半が工業製品で占められており、1890年代以降、それまで以
上に工業製品輸出拡大の期待がかかった地域であった41。またこの時期カナダ連邦政府も
対オーストラリア貿易の拡大を支持していた。1893年にはカナダ通産大臣であるマッケン
ジー・ボウエルによって、カナダ初の常勤の通商代表がシドニーに派遣され、オーストラ
リアでのカナダ産品の宣伝や経済状況の報告等の活動が開始された。その他にも政府は、
ヴァンクーヴァー一シドニー間蒸気船航路や1902年に完成した太平洋ケ・一一・一ブルへの助成
等を通して加豪間経済関係を緊密化し、カナダ商工業者のオーストラリアへの関心を高め
る素地を提供していたのである42。アーヴィング、ラグリンの二人は、本国への穀物輸出
拡大を主張する東部会議所と、オーストラリアへの工業製品輸出拡大を目指す太平洋会議
所の間でその関心に相違はあるが、特恵関税の支持という点に関して東部の会議所と同様
の立場にあることを示し、特恵関税支持が「カナダ商業界（Commercial　Canada）」とし
ての統一見解であることを強調したのである43。
（3）カナダ市場の保護と特恵関税
このようにカナダ会議所代表達は、帝国の経済的統合、そしてイギリスや他の帝国地域
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にカナダ産品に対する特恵供与を訴えたが、その主張を支えていたのは1897年に施行さ
れたフィールディング関税法であった44。このフィールディング関税法によって、カナダ
が他の帝国地域に先駆けて帝国貿易への関税優遇を認めたことで、世紀転換期における帝
国の経済的統合の動きが急速に進展することになったのである。この関税政策に対して、
カナダ会議所代表達はいかなる見解を抱いていたのであろうか。
　コングレスにおいて、この問題に言及したのは、CMAのエリスである。エリスは、特
恵による対英輸入関税の減免に対して、「特恵はイギリス国民に利益を与えるために準備さ
れた」ものであり、「もしカナダの製造業が、他国との競争によって損害を受けるとするな
らば、外国によってではなくむしろイギリス製造業によって損害を受けるほうがよい」と
主張し、対英特恵の利他性を強調している45。そしてこのエリスの利他的主張は、一部の
イギリス商工業者による対英特恵への賞賛を喚起するに足るものであった46。しかし、エ
リスの発言に見られるような利他的な主張がある一方で、カナダ国内では、製造業者を中
心にそれ以前からのアメリカ工業製品の流入に加えて、対英特恵による関税引き下げの結
果、イギリスの商品流入が増加したことで国内市場における競争の激化に苦しんでいると
いう報告がなされている47。
　世紀転換期のカナダにおいて、特恵関税適用の対象となる課税品輸入の状況は、その約
8割が英米からの商品で占められていた。そしてイギリスからの輸入は、1883年にアメリ
カからの輸入に追い抜かれた後、転換期に至るまで徐々にカナダ市場における地歩を失い
つつあった48。このような状況下で、1897年にイギリスからの輸入品に適用された関税減
免は、本国において熱狂的歓迎を受けた反面、輸出拡大の効果がないと非難されていた49。
事実、最大33。3パーセントの特恵関税をもってしても、アメリカからの輸入の流れをイギ
リスへと向けることはできなかった。特に客車、農機具を筆頭に、鉄鋼、薬品、電気製品、
ガラス、皮革製品、紙製品、糖蜜に関しては、輸送費を加味すると特恵関税適用後も依然
としてカナダ市場においてアメリカ製品は非常に高い競争力を保持していた50。たしかに
これらの商品に関しては、イギリスはカナダ市場で競争することはできなかった。
　しかしながら、綿織物、毛織物、装飾品といった消費財に関しては、特恵関税はカナダ
市場におけるイギリスの競争力回復に寄与したのであり、カナダにおいてこれらの産業に
従事する製造業者はイギリス人の業者との厳しい競争に直面することとなったのである。
特に厳しい状況に晒されたのは、繊維産業である。毛織物産業は、フィ・一一一一ルディング関税
下で羊毛製品関税が引き下げられただけでなく、イギリスに対して特恵関税が認められた
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結果、イギリスからの輸入が増加し、生産規模の縮小、工場の閉鎖を余儀なくされた。他
方、フィ・一一・・ルディング関税法においても綿織物に対する一般関税は高水準を維持していた
が、特恵関税による打撃は非常に大きいものであった。1897年から1901年の5年間に、
イギリスからの綿製品の輸入は、特恵関税による低級品綿布市場でのマンチェスター綿業
との競争の激化を背景に、毛織物の輸入増加率45パーセントを凌ぐ81パーセントの伸び
を示していたのである。以上のように、フィv－一一・ルディング関税法は施行後6年を経て、ア
メリカからの工業製品に対する保護効果がないだけでなく、対英特恵によってイギリスか
らの工業製品流入をも増加するという事態を招いたのである。
　このような状況に対して、コングレスに参加するカナダ会議所代表達、中でも製造業に
その基盤を置く人々は、現状の関税を再調整し、いかにイギリス、そしてアメリカをはじ
めとする諸外国に対して、カナダ市場を保護するかに関心が向いていた。この保護増加の
手段として考えられたのが、イギリスからの商品流入の元凶でもあった帝国特恵関税であ
る。前述の特恵関税の利他性を強調するエリスに対して、モントリオール会議所代表の
GA．ドラモンドは、現状の特恵関税の問題点と解決法にっいて発言した。彼は、現在の特
恵関税では諸外国からの輸入品を差別し、イギリスからの輸入を増加させるには不十分で
あるがゆえに、特恵関税の効果を高めるためには一般関税を引き上げるべきであると指摘
したのである。イギリスをはじめとする帝国諸地域からの輸入品に課される関税率は、［（一
般関税率）×（特恵率…1900年8月以降は33．3パーセント）］で算出される。そのため、
特恵率を増加させなくとも一般関税率を引き上げることによって、帝国地域からの輸入品
と外国からの輸入品に適用される関税率を区別し、帝国地域からの輸入増を図ることがで
きると主張するのである51。
　このような特恵関税を利用したカナダ産業の保護強化に関しては、1903年11月に開催
されたCMAの年次大会において、コングレスにもモントリオール代表として参加した鉄
鋼業者G．E．ドラモンドがより明快な説明を行っている。その内容は、カナダが市場保護を
行づ際とるべき手段は、第一に一般関税率の引き上げであり、そしてそれがなされた後に
対英特恵が行われるべきであるというものであった52。カナダ商工業利害にとって、先に
述べたようにイギリス・オーストラリアをはじめとする帝国諸地域への輸出拡大のために
率先して帝国特恵関税を認め、帝国の経済的統合に向けて利他性を強調することは非常に
重要であった。それだけでなく、一般関税を引き上げることよる特恵拡大の主張は、アメ
リカだけでなく、イギリスに対する保護を強化しつつ帝国経済関係の緊密化をも企図する
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カナダ商工業者の主張の現れであった。そして一般関税率の引き上げについては触れず、
カナダ特恵関税の利他性のみを喧伝し、イギリス商工業者の関心を引くエリスの発言も、
他のカナダ会議所代表達の見解と対立するものではなかった。むしろ彼の主張は、特恵関
税についての認識の一部分のみを、すなわちイギリスから来ているコングレス参加者の関
心を引きやすい部分のみを強調して語ったと考えられるのである。
　　（4）特恵関税論争の帰結
　コングレス2日目の午後から開始された特恵関税をめぐる論争は、4日目を迎えても歩
み寄りを見せることなく、議論は膠着状態に陥った。しかし、以前のコングレスとは違い、
本国における関税改革の気運の高まり、そして多くのカナダ商工業者達によるコングレス
参加のために、コックシャットを中心としたカナダ会議所代表達にとって強力な「追い風」
が吹いていたことは、既に述べたように、彼らによるこの問題への積極的な発言からも明
らかであろう。しかしコックシャットとホランドの意見を聞いた議長ブラッシーは、「全会
一致」を重視して、双方が折り合いをつけて妥協案を採決すべきであると提案した53。こ
れにホランドが同意し、コックシャットもしぶしぶながら同意したことで54、共同決議案
に若干の修正を加えた特恵にも自由貿易にも触れない、「帝国経済の促進」と「本国・植民
地・属領の代表からなる特別委員会による調査支持」を目指すという決議案が全会一致で
採択され、第五回コングレスにおける通商関係決議案をめぐる論争は終了した。たしかに
結果から見れば、ロンドン会議所コングレス組織委員会による巧みな議事運営によって、
可決された決議は妥協的なものにとどまった。その点から、本コングレスが大きな成果を
上げたとは必ずしも言えない。またコングレスの決議はなんら法的拘束力を持たないため、
この決議が直接帝国経済政策に反映されることはなかった。しかし、コックシャットを中
心としたカナダ会議所代表の見解が、コングレスという帝国商工業界を担う人々が集う場
において大きな支持を得ていたことは確かである。そして第五回コングレスにおける特恵
関税支持の気運は、3年後の1906年にロンドンで開催された第6回コングレスにおいて、
モントリオール会議所が提案した特恵関税支持決議可決というかたちで結実することとな
るのである55。
第三節　カナダ視察旅行の開催
　コングレスは5日目の8月21日の午前をもって、全ての議事を終了した。その3日後
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の8月24日の朝、約半年間に及ぶモントリオール会議所主催によるカナダ視察旅行は、
GTRの特別列車「カナダ号」の出発により開始された。先に述べたように、旅行計画立案
担当のエイムズは、旅行参加希望者の都合に応じた異なる日程からなる3つの旅行を準備
した（表7－2参照）。一っ目が、主にカナダ大西洋岸を中心にオンタリオ、ケベック、ニ
ュー・ブランズウィック、ノヴァスコシア各州を周遊する東カナダツアーである。このツア
ーは、三っのツアーのうち最も短いものであり、19日間、総延長約4，133マイルのツアー
である。二つ目が、西はマニトバ州までを視察し、その後大西洋岸へと向かい、東カナダ
ツアーと同様の経路を辿る26日間、総延長約6，741マイルからなるカナダ中西部ツアー
である。そして三つ目が、モントリオールから太平洋岸のヴァンクーヴァーまで行き、後
に中西部ツアーと同様の経路を辿り、大西洋岸の諸都市を視察する全カナダツアーである。
このカナダ全土を回るツアーは、三つのツアーのうちで最も長く、8月24日にモントリオ
ールを出発し、ケベックに帰ってくるのは約6週間後の10月4日であった。そしてその
総延長も約1万166マイルにも及んでいる56。
　準備委員会が企画したこのカナダ視察旅行は、単なるカナダの観光旅行ではなかった。
この旅行は、カナダ経済を支える産業をコングレス参加者に直に見せることを意図したも
のであり、滞在先にはカナダ経済における発展途上の産業、言い換えるならばイギリスか
らの投資や移民誘引を必要とする産業が重点的に選ばれていた。そのような視察旅行にお
いて、参加者達に見せることが意図された第一の産業は農業、特に小麦農場である。準備
委員会は、中西部において小麦の収穫を見せ、カナダ産小麦に対する理解を深めた結果、
イギリスへのカナダ産小麦輸出を増大させようとしていたのである。カナダにおける小麦
生産地として旅行参加者達が訪れたのは、マニトバ州ブランドンであった。旅行参加者達
はブランドンへと向かう車窓から小麦畑を眺め、そしてマニトバ州における小麦生産の将
来性に関して説明を受けた。その説明とは、マニトバ州の耕作地は2，300万工一カーある
が、現在300万工一カーしか耕作されていないという内容であり、平原州開発の可能性を
旅行参加者に示すものであった57。代表達はブランドンに到着した後、小麦の収穫作業や
実験農場を見学した。モントリオール会議所の年次報告書に載せられた準備委員会委員長
ポジソンの報告によると、旅行参加者達は「830マイル続くプレーリーに驚き」、そして「イ
ギリスはこの土地へ余剰人口を向けるべきである」という感想を述べている58。またブラ
ンドン訪問の前日には、彼らはスペリオル湖畔の小麦集積地フォート・ウィリアムで、鉄道
貨車から小麦を貨物船へと積み込むエレベーターの視察を行った。このフォート・ウィリア
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ムでのエレベーター見学は、近年のエレベーター技術の発展を説明し、カナダがいかに小
麦輸出そして輸送力の強化に力を入れているかを示すためのものであった59。
　視察先に選んだ第二の産業は、ブリティッシュ・コロンビア州における鉱業であった。
ブリティッシュ・コロンビア州への投資は、イギリス投資家にとって人気がないと準備委員
会によって指摘されていた60。準備委員会はこの状況を改善し、この地域の鉱物資源につ
いて理解する機会を参加者達に与えるために、視察先に鉱山や溶鉱炉を多く設定した。視
察旅行参加者達は、9月8日のヴァンクーヴァー到着後、約1週間ブリティッシュ・コロン
ビア州の鉱業関係の施設を視察した。彼らはクロフトンで溶鉱炉を見学し、ナナイモで石
炭鉱山を視察した後、レヴェルストーク、アロー・ヘッド、ロブソンといったアメリカとの
国境地帯に位置する山岳地域へも赴き、これらの地域の鉱山や溶鉱炉を視察した。中でも、
グランド・フォークスにおける最先端のモデルエ場の視察は、イギリス市場において信用が
低かったブリティッシュ・コロンビア州の鉱山開発への信用を高め、イギリス資本をブリテ
ィッシュ・コロンビア州への投資に向かわせるのに寄与したのである61。
　準備委員会が、旅行参加者達に見せることを望んだ第三の産業は製造業である。カナダ
は世紀転換期の好景気の中で、製造業を発展させていたが、カナダ商工業者達が、輸出拡
大と国内産業の保護による経済発展を企図していたことは、前節ですでに述べたとおりで
ある。しかし、カナダ製造業は発展を推し進めるための資本を欠いており、イギリスから
の資本誘引のためにコングレスを利用しようと考えていたのである。準備委員会は製造業
の視察先として、特にカナダ独自の一次産品加工工場を選んでおり、クロフトンでは溶鉱
炉の他に製材所の視察も行っている。その製材所で参加者達の目にとまったのは、そこで
使用される木材や加工後の材木の品質は良質だったが、その工場設備は旧式かつアメリカ
製だったことである62。天然資源が無尽蔵にありながら、設備は旧式であり、なおかつア
メリカ製品が進出しているというカナダ経済の状況を、参加者達は真摯に受け止めざるを
得なかったのである。この他にも太平洋岸の都市、ニュー・ウェストミンスターでは、鮭の
缶詰工場や冷凍保存などの水産加工業、またケベック州のシャウィニガン・フォールや、シ
クーティミでは世紀転換期に急成長を遂げた製紙産業の視察も行われた63。
　帝国各地からやってきたコングレス参加者達のための視察旅行は、このような点を中心
に周遊した後、10月4日に全カナダツアーの一行がケベックに戻り、全行程を終了した。
カナダ視察旅行は、イギリス商工業界の重要人物がカナダを横断し、各地を細かに視察し
た初の試みだった。しかし、準備委員会委員長のポジソンが述べるように、「カナダ視察旅
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行は、全ての点において成功」であり、ツアー参加者にカナダ自治領の産業発展と天然資
源について広い知識を与えるという目標を達成したのである64。このようにカナダでのコ
ングレス開催は、カナダでの帝国問題の議論にとどまらず、コングレスにやってくるイギ
リス商工業者へ、カナダ経済の将来性を宣伝する機会をも提供したのである。
第四節　第五回帝国商業会議所会議とその後
　コングレス開催から約4ヶ月経った1903年12月14日、ロンドン会議所内で第五回コ
ングレスについて総括するための特別会議が開催された。参加者26名の小規模な会議な
がら、この会議にはコングレスで議長を務めたブラッシー卿らロンドン会議所代表として
コングレスに参加した人々だけでなく、バーミンガム会議所のパークス（E．Parkes）や、
ヴァンクーヴァー会議所のアーヴィングをはじめ、他の会議所代表としてコングレスに参
加した人々も出席していた65。この特別会議の中で参加者達の間に共通の見解として顕在
化したのは、帝国経済関係の緊密化とその手段としての特恵関税の重要性である。会議参
加者達は口を揃えて関税改革討議の必要性、そして植民地の意見も汲み取ったかたちでの
帝国経済関係の緊密化が必要であると主張している66。移民や投資に関しても同様に、カ
ナダ商工業者達への理解を示す主張を確認することができる。特にカナダ視察旅行は好評
であり、ヤング（Frederic　Young）をはじめとする会議参加者達は、カナダの資源や投資機
会に感銘を受け、帝国統合を促進する移民や投資の増大が必要であると主張している67。
　本章では、イギリス帝国におけるカナダ商工業者の経済政策志向を検討することを目的
に、第五回コングレスにおけるカナダ商工業者の見解と活動にっいて検討してきた。たし
かにコングレスにおける主たる関心は特恵関税に関する議論であり、コングレスは「通商
同盟に関する非公式討議の場」としての意義を持っていた。しかし、コングレスの意義を
その一点に集約させてしまっては、特恵関税論議において何ら具体的な成果を見出せなか
った第五回コングレスの意義が過小評価されてしまう。本章で検討したように、第五回コ
ングレスにおける特恵関税をめぐる論争は、本国での関税改革論争を背景としたカナダ会
議所と本国会議所の「特恵関税」対「自由貿易」の対立以外の側面を持っていた。カナダ
会議所代表達は、特恵関税によって一次産品供給国として帝国分業体制の一翼を担うこと
ではなく、イギリスへの食糧・原料供給輸出、その他の帝国地域への工業製品輸出市場拡
大と英米を中心とする工業国からの国内市場保護という二面性を内包した主張を唱えたの
である。
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　またコングレスに臨んだカナダ商工業者達の思惑は別の点にもあった。彼らは、コング
レスをカナダの経済機会を帝国の会議所代表達に示す場として位置付けていたのである。
コングレス主催会議所であるモントリオール会議所によって準備されたカナダを紹介する
冊子や視察旅行は、コングレス終了後の帝国商工業者、特にイギリスの商工業者の帝国経
済認識に大きな影響を与えるものであった。先に触れたロンドン会議所特別会議での反応
がそのことを如実に表している。第五回コングレスは、植民地カナダの経済発展に不可欠
である輸出拡大、市場保護、移民、投資の誘致の必要性を訴え、それらのカナダに投下す
ることがカナダのみならずイギリス帝国への発展へと連なるというカナダの商工業利害が
抱く「カナダの発展と帝国の発展の一貫性」の主張をイギリスの商工業者に対して示す機
会だったのである。このようなモントリオール会議所をはじめとするカナダ各地の会議所
会員によって提示された帝国の経済的統合の構想は、1880年代からカナダ国内において形
成されてきたものであった。そして特恵関税を基軸とする帝国各地域の発展と経済的紐帯
強化による帝国全体の発展という彼らの主張は、本国におけるチェンバレンの運動と呼応
するようにコングレスにおいても帝国各地からやってきた商工業者達に訴えかけられたの
である。
　このように、モントリオール商業会議所は、コングレスを通してカナダ側から関税改革
運動の高揚を図るべく尽力した。これに対してCMAは、チェンバレンの関税改革運動を
支援するためにイギリス本国へと渡って活動を展開したのである。そのCMAによる本国
での関税改革運動の意義に関して、次章で検討する。
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第七章　図表
表7－1第五回コングレスに提出された「本国、植民地通商関係」に関する決議（要約）
1
モントリオール商業会議所
@　　（ケベック州）
イギリスは外国産品を差別し、植民地産品に特恵を与えるこ
ﾆによって、帝国の利益に貢献することができる。
ﾁ恵は、
i1）イギリスを外国への食糧供給依存から解放することに
謔ﾁて、利益をもたらす。
i2）帝国内互恵貿易を促進する。
i3）植民地の事業を発展させ、植民地にイギリス人移民だけ
ﾅなく、他国の余剰人口をも誘引するのに役立つ。
ｻ在の経済状況を調査し、帝国特恵関税を提案するため、コ
塔Oレスは本国政府に、イギリス本国、植民地の代表からな
驩､立委員会を設立するよう要望する。
2 ヴァンクーヴァー商業会議所
iブリティッシュ・コロンビア州）
ヴァンクーヴァー雰議所は、　国　特恵易に関して、チェ
塔oレンの政策と第四回コングレスにおけるトロント決議を
x持する。
3 モントリオール地区商業会議所
@　　　（ケベック州）
植民地がイギリスに与えた商業的便宜の見返りに、コングレ
Xは十分な代償が認められるよう要求する。
4 ベルヴィル商業会議所@（オンタリオ州）
帝国の財政的要求を満たすための計画を検討するために、帝
荘S地域の代表からなる会議が開催されるべきである。
5 トロント商業会議所iオンタリオ州）
相互利益の原則に基づく通商政策の採用によって、イギリス
骰曹ﾌ結びつきは強められ、帝国諸地域間の統合は強化され
驍ｾろう。それによって、帝国各地域は通商面での十分な利
vを受けるのである。
ｱれを実施するために、コングレス閉会前に、議長は本国、
A民地代表で構成される委員会を発足させ、本コングレス、
ﾜたは同様の通商会議で報告が行われるべきである。その決
cの写しは、本国、植民地政府に回送されるべきである。
6 オリリヤ商業会議所@（オンタリオ州）
本国が植民地産の食料品や商品に有利な関税を認めるには、
骰蒼燻ｩ由貿易の基礎に基づく、相互特恵システムを採用す
驍ｱとが必要である。
7 セント・ジョン商業会議所iニューブランズウィック州）
イギリスは、植民地農産物に外国産農産物以上の特恵を与え
驍謔､財政政策を修正することによって、本国、植民地の通
､利益を満たし、人口過剰の都市へ食糧を供給することが可
¥である
8 ウィニペグ商業会議所@　（マニトバ州）
帝国内諸地域に付与された特恵政策を継続、拡大するための
?轤艪體w力がなされるべきである。
9 　　　　　回　　　　　　本i本部：オンタリオ州トロン 互恵的特恵関税が、帝国内で確立されるべきである。
10 マンチェスター商業会議所
個々に統治される全ての帝国地域を犠牲にする帝国関税政策
ﾉは同意することができない。
{国製造業の繁栄を脅かす帝国内関税協定は、植民地、属領
Z民の利益をも脅かすものである。
11 ロンドン商業会議所
帝国諸地域間の通商関係を強化する可能性を検討するため
ﾉ、本国、植民地、属領の代表からなる特別委員会が設立さ
黷驍謔､本国政府に要請されるべきである。
12 セント・ジョン商業会議所iニューブランズウィック州）
　　　　　　　　　　　一　「ｻ在イギリスから輸入される全ての商品に認められている
R3．3％の特恵関税は、カナダの港を経由してカナダ国内に輸
?ｳれた商品にのみ適用されるべきである。
　　U11　　　● rary，　e　era　10n　O　OmmOnWea　　am　er　O　OmmerCe，
18287／1，（塀o∫α1Report（～ズthe」Proceedingsα’the、E鍍乃Congアess（～fCha〃zber（～ヂGo〃2〃lerce（～ズ
the、Emlフかθ0り03，），p。153．
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表7－2カナダ視察旅行　全カナダツアー日程
8月24日（月）　モントリオール発（9：30）一トロント（18：00）一トロント泊
8月25日（火）　トロント発（9：30）一ハミルトン着（10：30）一ハミルトン発（14：30）
　　　　　　　一ナイアガラ・フォールズ（15：30）一ジョージ・エレクトリック鉄道でナイアガ
　　　　　　　　ラの滝を米加両方から観光　一ナイアガラ・フォールズ泊
8月26日（水）ナイアガラ・フォールズ発（9：00）一ハミルトン、ウッドストック経由　一ロンド
’　　　　　　ン着（13：00）一ロンドン発（16：00）一ウィンザー経由　一デトロイト着（18：
　　　　　　　30）一デトロイト泊
8月27日（木）デトロイト発（10：30）一（ボートで移動）一ポート・ヒュ・一一一mン着（18：00）
　　　　　　　一ポート・ヒューロン発（21：00）一車中泊
8月28日（金）　ムスコカ・ワーフ着（6：30）一湖を観光　一ムスコカ・ワーフ発（18：30）一車中泊
8月29日（土）　トロント着（7：00）一トロント泊
＊この後、第一、第ニセクション（全カナダツアー）に分かれて視察旅行継続
第ntセクション
8月30日（日）　トロント発（13：45）一ノース・ベイ着（21：　45）一車中泊
8月31日（月）終日移動
9月1日（火）　ウィニペグ着（12：30）一全カナダツアー参照
第ニセクション
8月30日（日）終日トロント滞在
8月31日（月）　トロント発（13：45）一ノース・ベイ着（21：45）一車中泊
9月1日（火）　終日移動
9月2日（水）　ウィニペグ着（12：30）
＊第ニセクションは第一セクションの24時間遅れ
9月2日（水）　ウィニペグ発（7：00）一ブランドン着（12：00）一小麦の収穫作業や実験農場を見学
　　　　　　　一ブランドン発（22：10）一車中泊
9月3日（木）
9月4日（金）
9月5日（土）
9月6日（日）
9月7日（月）
9月8日（火）
9月9日（水）
9月10日（木）
9月11日（金）
9丹12日（土）
9月13日（日）
9月14日（月）
9月15日（火）
終日移動
カルガリー着（2：10）一午後に牧場見学
カルガリー発（2：20）一車中泊　一バンフ着（5：45）
終日バンフ滞在
バンフ発（5：45）一終日移動　一車中泊
ヴァンクーバー着（12：40）一ヴァンクーバー港発　一（船で移動）一ヴィクトリ
ア着（18：00）一ヴィクトリア泊
終日ヴィクトリア滞在一エスキーモルト港視察一ヴィクトリア泊
ヴィクトリア発（8：00）一（船で移動）クロフトン銅鉱、製材所、ナナイモ炭田視察
一ヴァンクーバー着（深夜）一船中泊
終日ヴァンクーバー滞在
鮭の缶詰工場を視察　一ヴァンクーバー発（14：00）一車中泊
レブルストーク着（8：00）一アロー・ヘッド着（9：30）一（ボートで湖を観光）
一ロスランド着（12：15）一ロスランド泊
リロイ、ウォー・イ・一・グル、センター・スター鉱山視察　一ロスランド発（14：00）
一グリーン・ウッド着（時刻不明）一グリーン・ウッド泊
グリーン・ウソド発（時刻不明）一フェニソクスで鉱山、グランド・フォークスで溶
259
　　　　　　　鉱炉を視察　一グランド・フォークス発（15：53）一ネルソン着（21：35）一ネル
　　　　　　　ソン泊
9月16日（水）ネルソン発（5：00）一クーテナイ着（10：30）一（列車乗り換え）一クーテナイ
　　　　　　　発（11：30）一車中泊
9月17日（木）終日移動　一車中泊
9月18日（金）　ウィニペグ着（8：50）一ウィニペグ発（14：30）一車中泊
9月19日（土）　終日移動　一車中泊
9月20日（日）　ノース・ベイ着（6：25）一ノース・ベイ発（9；30）一スー・セント・マリー着（17　：　36）
　　　　　　　一スー・セント・マリー泊
9月21日（月）スー運河、スペリオル湖電力会社、製鉄会社視察一スー・セント・マリー発（12：
　　　　　　　16）　一車中泊
9月22日（火）オタワ着（4：00）一ボート（オタワ河川航行会社）に乗り換え　一オタワ発（7：30）
　　　　　　　一モントリオール着（18：30）一モントリオール泊
9月23日（水）第一セクション　終日モントリオール滞在　一モントリオール泊
　　　　　　　第ニセクション　モントリオv・一一一ル着（18：30）一モントリオール泊
＊第一、第ニセクションモントリオールで合流
9月24日（木）モントリオール発（8：00）一（グレート・ノーザン鉄道）
　　　　　　　一シャウィニガン・フォールズ着（12：00）一水力発電所、製材、製紙工場視察
　　　　　　　一シャウィニガン・フォールズ発（14：30）一ロベルヴァル着（22：00）
9月25日（金）
9月26日（土）
9月27日（日）
9月28日（月）
9月29日（火）
9月30日（水）
10月1日（木）
10月2日（金）
10月3日（土）
10月4日（日）
全カナダツアー
出典：LAC，RG76　，lmmigration　Bran（ih，Series　I　rA・1，　VoL134、　thzrg7ess　Of　thaznbers　Of　Comznelue（of　thθ
伽ρ舵即’（h㎜θ畑〃曲伽5加傭皿曲θ躍b訪θr6b皿血ア翫’勉ノand　the　her　（IOIorubq　File．32755をも
とに作成
ロベルヴァル発（10：00）一（セント・ジョン鉄道）一レヴィ着（17：35）一車中泊
フレデリクトン発　一セント・ジョン着　一セント・ジョン泊
終日セント・ジョン滞在一セント・ジョン泊
セント・ジョン発　一ハリファクス着　一ハリファクス泊
終日ハリファクス滞在一ハリファクス泊
ハリファクス港湾視察　一ハリファクス泊
ハリファクス発（午後）一シドニー着（夜）一シドニー泊
シドニー発　一（フェリーで移動）一ドミニオン・スチール会社、ノヴァ・スコシア
鉄鋼会社視察　一シドニー泊
シドニー発（早朝）一車中泊
ケベック着（午後）
終了
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第人章　イギリス関税改革運動とカナダ製造業利害
　1903年にチェンバレンによって開始された関税改革運動は、イギリス国内において大き
な論争を喚起したが、その運動は必ずしも順調には進展しなかった。チェンバレンの属す
る統一党は、関税改革をめぐってチェンバレンを支持する関税改革派、首相バルフォア（A．J．
Balfbur）を中心に報復関税の導入を目指すバルフォア派、そして統一党自由貿易派へと三
分裂しており1、またチェンバレンの運動を支援していた関税改革同盟（Tariff　Reform
League）内においても、その運動の方向性をめぐって団体内部での対立が深刻化していた
のである2。他方で、関税改革支持派は、自由貿易論者による「関税改革は労働者に対する
食糧品価格を上昇させる」という「高いパン」のアジテーションにも苦しめられていたの
である。さらに1902年植民地会議において、チェンバレンに本国での関税改革を促し、
チェンバレンを関税改革運動の開始へと至らしめたローリエやフィールディングも、関税
改革運動の開始後は、運動の推進に向けて具体的な行動を取ることはほとんどなかったの
である3。
　このように、第七章で検討したカナダ商工業利害が国内において特恵関税支持の主張を
積極的に展開していたのとは対照的に、本国において関税改革運動は劣勢に立たされてい
たのである。そのような劣勢を打開すべく、1905年6月18日の夜、9日前にカナダのケ
ベック・シティを出港した客船ヴィクトリア号が、『ゴッド・セイブ・ザ・キング』の大合
唱に迎えられながらリヴァプール港に到着した。その船に乗っていたのは、CMAの代表
団278名であり、彼らはイギリスの主要工業都市における工場視察を行うために大西洋を
渡ってやってきたのである4。第六章で検討したように、CMAは特恵関税に基づくイギリ
ス本国・自治植民地問の経済的統合の必要性を強く主張する団体として、帝国各地の商工
業者の間でその名前は広く知れ渡っており、そのような特恵関税支持を表明するカナダの
製造業者団体の代表団が約3週間、イギリス各地を視察して回ることで、チェンバレンが
主導する関税改革運動の動向に少なからぬ影響を与えたということは想像に難くない。こ
の植民地製造業者によるかつて類を見ないほど大規模な視察旅行の事例を通して、イギリ
ス関税改革運動を本国・自治植民地関係の観点から再検討を行うことが本章の課題である。
前章までで見たように、20世紀初頭における本国での関税改革運動は、それ以前の本国・
植民地間の特恵関税に基づく帝国経済関係緊密化の議論の上に成り立っていた。そのため、
本国における運動の高揚は、植民地における運動の影響を多分に受けていたのであり、ま
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た本国での運動の高揚が植民地での運動を進展させる原動力となっていたのである。ゆえ
に、CMAによるイギリス訪問は、本国の関税改革論者と大西洋の反対側で形成された「関
税改革論者」が直接接触する機会として、その相互関係を見る上で格好の事例を提供する
と考えられるのである。
　以下において、はじめにこの旅行の目的を検討した上で、旅行中にイギリス国内で語ら
れたCMAの特恵関税や帝国の統合強化に関する主張、そしてCMAの主張を聞いたイギ
リス商工業者の対応を分析する。これらの点から、研究史上等閑視されてきたカナダの製
造業者団体であるCMAがイギリス関税改革運動に与えた影響を考察することによって、
イギリス関税改革運動を帝国の枠組みから再検討すると同時に、特恵関税をめぐる本国関
税改革論者とカナダにおける「関税価格論者」の見解の相違を明らかにすることを目指す。
第一節　視察旅行の目的とロンドン商業会議所の旅行準備
　（1）1905年視察旅行の目的
　この1905年視察旅行の開催時、CMAは全国に約1500名の会員を有するカナダ最大の
経済団体であったが、1900年頃まではトロントの製造業者を中心とした会員数100名程
度の非常に小規模の団体でしかなかった5。しかしながら、世紀転換期におけるアメリカ製
造業者との競争激化に対抗するため、カナダ製造業者の影響力、そして圧力団体としての
役割を強化する必要性が叫ばれた。その結果として、CMAはトロント以外の製造業者を
も会員として取り込むことで急速にその規模を拡大させたのである。しかしながら、この
団体規模拡大の結果、問題となったのは会員規模の拡大による利害の多様化であり、これ
を克服するための手段として採用されたのが視察旅行の開催であった。旅行を通して、参
加者はカナダ国内の多様な産業にっいて学ぶだけでなく、各地の製造業者との親睦を深め
ることができたのであり6、1902年のノヴァスコシア州ハリファクスへの旅行以降、視察
旅行は毎年開催されることとなったのである。その後、1903年には太平洋岸のブリティッ
シュ・コロンビア州への旅行が開催されたが、1904年のニューファウンドランドへの視察
旅行は、旅行を委託した船会社との契約トラブルのために中止となっており、この汚名を
返上すべくCMAは、その翌年にこれまで以上の大規模な旅行開催を立案したのである。
それが、1905年のイギリス視察旅行である。
　1905年視察旅行の具体的な計画案は、1904年8A18日に開催されたCMA内のレセ
プション・会員委員会において立案された7。レセプション・会員委員会は、年時総会後の
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懇親会やCMAが主催するH例の晩餐会や講演会といった各種イベントの準備、会員の入
会・退会の管理などをその主たる業務としており、視察旅行の運営はこの委員会の管轄で
あった。そのため、1905年視察旅行も、この委員会がその運営を担当したのであり、その
主たる運営目的は、先に言及したそれ以前の視察旅行の目的と共通している。
　その目的は第一に、旅行を通しての英加商工業者間の交流である。視察旅行中の1905
年6月21日に演説を行ったCMA会長ジョージ（W．K。　George）が言うように、視察旅行に
よってまず意図されるのは、普段顔を合わせる機会のほとんどない英加商工業者が旅行を
通じてお互いを知り、友好関係を深めることであった。そしてこの交流が、新たな商取引
を導き、英加間貿易の促進へと繋がることが期待されたのである8。また第二の目的と考え
られたのが、イギリス国内の主要工業都市を訪れ、各地域の工場を視察することで、イギ
リス産業に関する情報を収集することであった。イギリスの製造業は、世紀転換期におい
て米独の急速な工業化により相対的な衰退傾向が見られたが、それでもなお綿織物、毛織
物といった繊維製品を中心とする伝統的産業は、特恵の効果もあり、カナダ市場において
一定の競争力を有していた9。その強力な「競争相手」であるイギリス本国の製造業者の工
場を訪れ、生産設備や作業工程を見学することで、その競争力の源を探ることができると
CMAの人々は考えたのであり10、イギリス各地の滞在先でこの二点を旅行の目的として語
ったのである。
　しかしながら、1904年10月に開催されたCMA年次総会において、レセプション・会
員委員会委員長クリーン（Robert　Crean）が、このイギリス旅行の計画案を初めて会員に公
表した際に語ったのは、これらの二つの目的ではなかった。彼が語った目的とは、この旅
行を通じてイギリス関税改革運動を支援することであった。この点から彼は、「今この時が、
CMAのような特恵関税を支持する団体がイギリスに行くには『最高の時期』であり、こ
の旅行は「イギリスの現在の政治問題に重大な結果をもたらすだろう」と主張したのであ
る11。
　このクリーンの提案に賛意を示したのが、CMA副会長バランタイン（C．C．　Ballantyne）
とウィルキンズ（Robert　Wilkins）である。彼らは、共にこの旅行の目的を積極的に評価し、
バランタインは、「この旅行に着手するならばこれ以上にチェンバレンのカを強化し、彼の
考えに沿うかたちで本国と植民地間関係緊密化の主張を喚起するものはない」と、そして
ウィルキンズは「その偉大なる指導者チェンバレンによる特恵関税の主張を支援するのに、
カナダ製造業者以上に適した人達はいない」と主張し、この旅行が単なる英加商工業者間
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の交流や、工場視察以上の意義があることを示したのである12。またCMAによる視察旅
行の開催とこの旅行におけるCMAの姿勢は、本国における関税委員会（Tariff
Commission）書記であり、チェンバレンのブレインの一人であったヒュインズ（W．A．S．
Hewins）にも伝えられた。その手紙の中で、　CMAの書記官ヤング（R．J．　Younge）は、「この
旅行は国家的、帝国的意義を持っもの」であり、イギリスにおいて「現在最も深刻な対立
を引き起こしている問題に一石を投じる」点で、チェンバレンや関税委員会の活動にとっ
て非常に有益なものとなるだろうと述べることで13、CMAが本国での関税改革運動の「援
軍」となることが伝えられたのである。
　CMAの代表達は、旅行中イギリスの人々に対して「交流」と「視察」という目的しか
語らなかったが、このようにCMA視察旅行が関税改革運動支援の意図を持っていたこと
は明らかであったといえる。そしてこの旅行計画を実行に移すべく、CMAは年次総会終
了後に旅行先となるイギリスでの準備をロンドン商業会議所に依頼したのである14。
　（2）CMA視察旅行とロンドン商業会議所
　CMAが視察旅行の準備を依頼したロンドン商業会議所は、第二章でも検討したように
1881年に設立されたイギリスの商業会議所の中でも比較的歴史の浅い会議所ではあった
が、イギリス国内において最大の会員数を擁し、商工業利害だけでなく金融・サーヴィス
利害といった多様な利害を内包する会議所であった15。
　このロンドン会議所内でCMA旅行の準備を担当したのが、「1905年6月のCMAのロ
ンドン訪問に関する特別委員会（Special　Committee　regarding　Visit　of　Canadian
Manufac七urers’Association　in　London，　June　1905）（以下、特別委員会と略記）」である。
この特別委員会は、1904年10月にCMAから視察旅行準備の依頼を受けてロンドン会議
所会頭ブラックウェル（T．E　BIackwell）や理事会副会長シャスター（Felix　Schuster）を中’d・
に設立され16、その主たる業務は、CMAの旅行計画を作成することであった。特別委員会
は、その旅行計画をロンドン視察と地方工業都市視察に二分し、前者に関しては特別委員
会が直接準備、運営に当たる一方、後者に関しては、特別委員会の要請を受け入れた各都
市の商業会議所がその運営を担当することとなった。その旅行プログラムは、図8－1の
とおりである。その旅程は、まずイギリスへの到着後、数日間をロンドンで過ごし、その
後6月26日からイングランド中部諸州や、ヨークシャの工業都市をめぐる第1次地方視
察、そして7月1日のドミニオン・デーの祝賀会に参加するために一時ロンドンへと戻っ
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た後、リヴァプール、ニューカッスル、エディンバラをめぐる第2次地方視察から構成さ
れていた17。
　この旅行プログラムの特別委員会が担当する部分の中で、特に注目すべきは7月1日の
昼に開催されたロンドン会議所に所属するダイヤモンド貿易業者であるモズリー（Alfred
Mosely）主催のガーデン・パーティと、6月19日に開催された木材貿易業者ボウルトン（S．B．
Boulton）主催の昼食会である。この二人はロンドン会議所内において関税改革支持を表明
しており、CMAによる今回の旅行をイギリスにおける関税改革運動の高揚に利用しよう
と企図していた。モズリーは、このパーティを英加商工業者間の交流のためだけでなく、
リドリー卿（Lord　Ridley）をはじめとするイギリス国内の関税改革論者とCMAの会員との
交流の場を設定するために開催した18。このモズリ・一一一・主催のガーデン・パーティに関する
記事を掲載した『ニューカッスル・デイリー・クロニクル』紙によると、「このパーティの
参加者の大半は、チェンバレンの財政政策の支持者」であり、パーティはさながら「関税
改革論者の野外集会」の様相を呈していたと椰楡されるほどであった19。
　ボウルトンの主催する昼食会も同様に、関税改革の議論を喚起することを意図しており、
国内の多くの関税改革論者が、CMAの一団と会うべくこの会に参加していた。中でも前
カナダ総督であるアーガイル公爵（Duke　ofArgyll）は、この昼食会において演説を行い、「政
治的問題に言及するつもりはない」と述べる一方で、「イギリスにやってきた約200人の
カナダ人製造業者を『口止め』することは馬鹿げている」とも発言している。さらに、彼
はこの会だけでなく今回の視察旅行全体が、関税改革の問題に関する自由かつ開かれた議
論の場となるだろうという見解を示すことで、特恵を支持するCMAがイギリス各地を訪
問することによって関税改革に対する支持の拡大を期待したのである20。このようにロン
ドン会議所の内部で徐々に勢力を増しつつあった関税改革支持派の人々は、CMAと同様
にこの旅行を本国における関税改革の気運を高めるべく利用したのである21。
　しかしながら、ロンドン会議所、特に特別委員会は全会一致でモズリーやボウルトンが
掲げた意図に従っていたわけではない。ロンドン会議所内には、これらの関税改革論者が
いる一方で、自由貿易論者も多数おり、彼らはこの旅行が過度に政治的な意味合いを持た
ないよう牽制したのである。1905年4月4日に開催された特別委員会の第4回会合にお
いて、ボウルトンが自ら主催する昼食会にチェンバレンを招きたいと提案した際、特別委
員会は、この昼食会は「CMA代表をもてなす人なら誰にでも開かれるべきであるが、主
だった政治家の名前がこの昼食会と関連して公言されないことが望まれる」という決議を
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可決し、ロンドン会議所が関与するイベントヘチェンバレンが出席することに反対してい
る22。またCMAの一団を招いて行われた1905年6月21日のロンドン会議所主催の年次
晩餐会において、理事会副会長のシャスターは、世界の金融・貿易センターとしてのロン
ドンの役割を強調し、それを担うのがロンドン会議所の使命であると位置付けることで、
金融、貿易の流れを妨げる関税改革を批判すると同時に、「金融・貿易を基盤とする」ロン
ドン商業会議所の利害をCMAの旅行参加者へと示したのである23。このCMA視察旅行
をめぐる見解の相違は、関税改革をめぐるロンドン会議所内の利害対立を如実に反映した
ものであるといえよう24。
　（3）CMA視察旅行と地方商業会議所
　このように自由貿易派からの圧力を受けつっも、ロンドン会議所内の関税改革論者は、
特別委員会での活動を通じてCMA視察旅行の機会を最大限に利用しようとしていた。そ
の姿勢は、特別委員会がCMA旅行団の受け入れを要請すべく地方工業都市の各商業会議
所へと送付した手紙の文面に強く表われている。1905年2A23日付けでロンドン会議所
が送付したこの手紙において、旅行の目的は以下のように述べられている。それは第一に、
イギリスの工業都市に関する情報をカナダの人々に与えること、そしてもう一つは、1903
年にモントリオールで開催された第五回コングレスの代表達がカナダで受けた歓待のお礼
をすることであった25。
　第七章で見たように、この第五回コングレスはチェンバレンが関税改革運動を開始した
3ヶ月後の1903年8月に開催され、チェンバレンによる特恵関税に基づく帝国統合とい
う問題提起を受けて、帝国各地からやってきた商工業者達の間でこの問題に関して激しい
議論が繰り広げられていた。またこの会議終了後には、会議に参加した代表達のためにカ
ナダ全土を周遊する約6週間のカナダ視察旅行が開催され、旅行に参加したイギリスをは
じめとする帝国各地の商工業者は、旅行中に訪れたカナダ各地にて盛大なもてなしを受け
たのである26。特別委員会は、今回のCMAによる視察旅行をこの会議後に開催されたカ
ナダ視察旅行への返礼とみなすことで、今回の旅行を第五回コングレスの延長線上に位置
付け、この旅行を通して特恵関税に基づく帝国統合の議論をイギリスで再現しようとして
いたのである。しかし実のところ、このCMA視察旅行と第五回コングレスとの結びつけ
は、かなり無理のあるものであった。なぜならこの会議を運営したのは、モントリオール
商業会議所であり、CMAはその運営に一切関与していなかったからである27。それでもな
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お、第5回コングレスを持ち出し、今回のCMA視察旅行と結びつけてイギリス各地の会
議所へと語るところに、特別委員会内の関税改革派による苦肉の策が見て取れよう。
　この特別委員会からの手紙を受けて、多くの商業会議所がCMA視察旅行団の受け入れ
を表明し、旅行団をもてなすための昼食会や晩餐会の準備や視察先となる工場との折衝に
着手した。しかし、特別委員会内の関税改革派にとって、この旅行の意義は、何よりもま
ず関税改革運動を高揚させることにあり、工場視察に対しては積極的な対応を取らず、
CMAの意に応えようとはしなかったのである。その特別委員会の工業視察軽視の姿勢が
現われているのが、CMAに対する工場視察の制限である。
　イギリス国内の関税改革論者にとって、CMAの会員達は特恵関税に基づく帝国統合を
推進する上での同志であると同時に、製造業に関しては競争相手でもあった。そのため、
彼らは関税改革運動を高揚させるための一一ue会としてCMA旅行を利用する一方で、カナ
ダ製造業者に対しては、イギリス産業に関する情報の提供を控えようとしたのである。そ
のため特別委員会は、CMAに対して全ての旅行参加者が従事する業種を記したリストの
提出を要請し、そのリストを各地方会議所へと配布することで視察に訪れるカナダ製造業
者に対する警戒を呼びかけたのである28。この結果、ある工場ではその工場で生産される
商品と競合しない業種に従事する人々にのみ工場が開放され、また別の工場においては工
場の一部、特に旧式の施設のみの見学しか許されなかったのである。それゆえ、視察を行
ったCMA会員の中には、「我々はこれらの工場で学ぶものは何もない」と感想を漏らす人
や、「カナダの工場の方が先進的である」とさえ主張する人もいたのである29。
　このように工場視察に関して制限を加えはしたが、多くの地方会議所は、CMAの一団
を各都市にて盛大にもてなした。しかし、特別会議所の要請を受けた会議所の中で、自由
貿易支持が会員の多数を占めるマンチェスター商業会議所は、CMAの受け入れ拒否を表
明した30。マンチェスター会議所は、特別委員会からの要請を受け、1905年3月8日の理
事会においてこの旅行に関して討議を行っていた。その討議の結果、会議所は予算不足で
あるだけでなく、CMAが商業会議所でも全英商業会議所連合会に参加する団体でもない
という理由から受け入れを拒否する決議を可決し、この旅行には一一tJ関与しない方針を固
めたのである31。
　マンチェスター会議所による受け入れ拒否と、CMAが特恵関税支持団体であったこと
の関連性は、この決議からは分かりかねる。しかしここで重要なのは、マンチェスター会
議所の受け入れ拒否に対するロンドン会議所とCMAの見解である。このマンチェスター
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の返答を聞くと、これら両団体は共に遺憾の意を表明すると同時に、マンチェスター会議
所は、自由貿易という偏見からこの旅行を政治的に捉えているがためにCMAの受け入れ
を拒否したとして公然と非難したのである32。両団体共に、外面上はこの旅行が非政治的
なイベントであると主張していたにもかかわらず、協力に応じないマンチェスター会議所
を「自由貿易側」と位置付けることで、この旅行が関税改革運動の高揚という政治的意図
があるという本性を覗かせたのである。このようなCMAと特別委員会の思惑をはらみっ
つ、1905年6月18日から約3週間、CMA旅行団はイギリス各地を「視察」して回った
のである。
第二節　CMA視察旅行と関税改革論争
　（1）CMAによる特恵・保護の主張
　約3週間の視察旅行の間、CMA視察旅行団は、行く先々の都市で熱烈な歓迎をもって
迎えられ、各都市の会議所によって視察の合間にほぼ毎日のように開催された昼食会や晩
餐会においてもてなしを受けた。この昼食会や晩餐会のたびに、CMAの一団の中から
CMA会長ジョージ、副会長バランタイン、関税委員会委員長WKマクノート、書記官ヤ
ング他、多くの人々が演説を行っている。これらの演説は、滞在先や演説者ごとに多少の
相違はあるが、その論点は総じて二点に集約される。その第一点目は、イギリス関税改革
運動の経済的側面、つまり特恵関税と保護関税の問題について、カナダ製造業利害の観点
からその重要性を主張するというものであった。まずこの点に関して、CMA会長のジョ
ージが視察旅行先の各地で行った演説を中心に見ていきたい。
　ジョージが演説を通して訴えたのは、帝国貿易を促進する上での特恵関税の効果である。
1897年にカナダがイギリスへの輸入関税の優遇を認めて以降、このカナダ市場での特恵的
待遇が英加貿易、そして帝国貿易の促進に寄与したか否かという問題に関して、英加両国
において様々な議論が交わされていた。この点に関して、特に本国の自由貿易論者は、カ
ナダ関税が特恵を考慮してもなお保護主義的であるがゆえに、イギリス工業製品輸出が伸
びていない点を指摘することで、カナダによる対英特恵の効果、そして特恵関税による帝
国貿易の促進の効果に関して疑問を呈していた33。ジョージは、このようなイギリスの自
由貿易論者によって主張される批判に応え、特恵関税が帝国貿易を促進する上で効果的で
あることを改めてイギリスの人々に訴えることで、チェンバレンの特恵関税に基づく帝国
の経済的統合の主張が妥当なものであることを示そうとした。その際、彼はカナダ関税が
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保護的な側面を有することを認めつつも、イギリスを追い抜き世界一の工業国となったア
メリカに隣接するカナダが、国内市場でのアメリカ製造業者によるダンピングを避けるた
めに保護を維持することは不可欠であると弁明した34。その上でこの保護は、イギリスを
排除するためのものではなく、あくまでアメリカを排除するためのものであり、保護によ
って減少したアメリカからの輸入をカナダ製造業者が国産品で代置する一方、カナダ国内
で需要を満たせない商品を特恵を通じて本国をはじめとする帝国諸地域から輸入すること
で、帝国貿易が促進可能であると主張したのである35。
　世紀転換期におけるカナダ輸入貿易の動向を見ると、イギリスからの輸入は1873年以
降断続的に減少していたが、イギリス商品への関税優遇が認められた1897年を境に増加
傾向に転じ、カナダのイギリスからの輸入額は、1897年の2941万2100ドルから1904
年の6177万7500ドルへと倍増していた36。特に綿織物、毛織物、皮革製品といったイギ
リスの伝統的産業に関して、特恵はカナダへの輸出拡大に大きな効果を示しており、これ
らの商品のアメリカからの輸入が1897年の276万5000ドルから1901年の405万4100
ドルへと微増に留まる一方で、イギリスからの輸入は1897年の1466万1000ドルから
1901年の2278万ドルへと大幅な伸びを示していた37。他方、カナダ国内においてこれら
のイギリス輸入品と競合する産業は、イギリスからの輸入増にもかかわらずその生産高を
伸ばしており38、これらの点からもジョージが言う「外国産品に対する保護と帝国産品に
対する特恵」による帝国内経済関係の促進という主張は、カナダ製造業の観点からすると、
非常に説得的なものであったといえる。
　しかしながら、これらの点にも増してジョージが強調したのは、保護関税による雇用の
維持である。彼は、カナダにおいて保護関税は製造業に競争力を与えるだけでなく、労働
者に安定した雇用と十分な賃金を与えることで彼らに高い生活水準を提供できると主張し、
カナダの現在の関税政策は製造業の保護だけでなく、労働者の保護という点でも大きな成
果を上げていると説明したのである39。この保護と雇用の維持という主張は、「高いパン」
という自由貿易論者の批判を避けるために、運動の論点を特恵から保護へと移したチェン
バレンが、国内製造業者や労働者からの支持を得るために訴えていた「関税改革で完全雇
用を」という主張を反映したものであった40。ジョージは、チェンバレンがイギリス国内
の製造業者や労働者に語っていた主張を受け入れ41、カナダに当てはめて語ることで、保
護関税による外国製造業者のダンピングの排除と雇用の維持がカナダにおいてすでに実現
しているだけでなく、その保護と雇用の維持という点で一定の効果を上げていることを訴
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えたのである。その際、ジョージが前提としていたのは、従来のイギリスで語られる「帝
国の穀倉」というイメージに基づいた食料特恵を要求する農業国としてのカナダとは異な
る工業国としてのカナダであり、輸出品に対する特恵的待遇を乞う「嘆願者」ではなく、
チェンバレンが関税改革運動を通して訴える理想をすでに実践する国としてのカナダの姿
であった42。ジョージは、本国においてこのような演説を展開することで、保護と特恵に
基づいて本国・植民地間経済関係の強化を図る上での「手本」をいまだ特恵も保護も導入
されず、労働者の雇用が不安定で生活水準が低い本国に提示したのであり43、カナダ製造
業利害の観点から、特恵と保護が貿易の促進や雇用の安定を図る上でいかに効果的かとい
う点を語ったのである。
　（2）帝国統合と植民地ナショナリズム
　このような経済的側面に加えて、CMA代表がこの視察旅行を通じて訴えたもう一つの
論点は、関税改革運動による帝国の統合と植民地におけるナショナリズムの高揚が両立す
るという主張である。先に触れたように、チェンバレンや関税改革論者の中の「建設的帝
国主義者」と呼ばれる人々にとって、特恵関税に基づく本国・植民地間経済関係の緊密化
は、世界各地に移住したイギリス人が建設した植民地を再統合し、グレイター・ブリテン
を現出させるための一手段であった44。そして視察旅行におけるCMAの主張は、このチ
ェンバレンの帝国統合に関する問題意識に依拠したものであった。CMAは、前節で見た
ように、自らの利害に即するかたちでカナダ国内において特恵関税に基づく帝国経済関係
の緊密化を語る一方、自らを本国の人々とアイデンティティを共有するブリティッシュで
あるとも考えており、本国の人々と共に帝国経済を支えているという姿勢を示したのであ
る。CMAの代表団は、行く先々で自らを「海の向こうに住むあなた達の兄弟たるイギリ
ス人your　brother　Britons　beyond　the　sea」と紹介し、植民地の人々が本国の人々と同様
に「イギリス人」であることを示したのである45。つまり、CMAの人々にとって今回の旅
行は、あくまでグレイター・ブリテン内に住む「イギリス人」が「その一地域から別の地
域へと移動しただけ」のことだったのである46。このようにして、CMAは、共通の言語、
文化に基づく本国・植民地間の感情的紐帯と特恵関税に基づく経済的統合を表裏一体の関
係として捉え、チェンバレンの主導する関税改革運動を支える感情的基盤が、すでに確立
されているとイギリス各地で訴えたのである47。
　このCMAの人々による本国との感情的紐帯を強調する主張は、本国の人々との同質性
270
を主張することでカナダ人が「従属的な植民地人」ではなく、本国の人々と「対等なブリ
ティッシュ」であることを示そうと企図するものであった。しかしそれだけでなく、チェ
ンバレンによる関税改革の結果として現出するであろうグレイター・ブリテンの共同運営
者として、その一部をなすカナダを自らの手によって発展させることが、その総体たるグ
レイター・ブリテンを発展させることへと繋がるという主張だった。つまり、1905年6
月20日にテムズ川沿いの港湾施設でジョージが行った演説に見られるように、「カナダ人
として自らが所属する帝国の一部を建設することは、帝国に対する責務」だったのである48。
またこのような主張は、先に述べたCMAによる保護と雇用の主張とも重なるものであっ
た。というのは、国内市場を保護し、労働者に雇用を提供することでカナダ製造業を発展
させることは、カナダ経済の基盤を確立させることで、イギリス帝国の経済基盤を強化に
貢献することを意味していたからである49。このように主張する限りにおいて、カナダ経
済の振興によるカナダ・ナショナリズムの高揚と50、イギリス帝国内の経済的統合強化、
そしてブリティッシュ・アイデンティティの共有による感情的紐帯の強化の主張は矛盾せ
ず共存することが可能だったのであり、CMAの代表達は、ユニオン・ジャックの下で本
国と植民地の双方で帝国を支える分権的な帝国統合の構想を植民地の側から提示したので
ある51。
　このCMAが旅行中の演説で掲げた関税改革による分権的な帝国統合構想の主張を支え
たのが、チェンバレンによるこの見解への「支持」である。CMA1904年度会長ドラモン
ドは、1904年3月にイギリスを訪問した際にチェンバレンと関税や帝国統合について会
談を行い、両者の見解が完全に一致していることをチェンバレン本人に直接確認していた
52。このチェンバレンによる「お墨付き」を、CMAはカナダ国内で特恵関税支持の主張を
展開する際に用いることで、CMAの活動が帝国の他地域との連帯した運動であるという
ことを示そうとしたのであり、今回の視察旅行においてもCMAの主張は、チェンバレン
の主張と一致するものであるという点を強調したのである53。
　他方、CMAのイギリス訪問をチェンバレン自身も歓迎し、1905年6月27日に開催さ
れたバーミンガム商業会議所主催の昼食会において、CMAの旅行団に対して彼の考える
帝国統合構想を改めて以下のように語っている。彼はまず、自分達が「カナダ人、イング
ランド人、スコットランド人であると同時にイギリス帝国の子供」であり、イギリスと植
民地は「姉妹」の関係であるが、あくまで両者の関係は対等であると説明した54。このよ
うに本国と植民地との平等を主張し、地域利害に関しては「イギリス帝国の子供」が絶対
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的な自治を維持することを容認した上で、彼は本国と植民地は感情の面ですでに強固な紐
帯を有しており、その紐帯を特恵関税によって補完することで、未来において「共通の歴
史」を歩んでいくことができるだろうと締めくくったのである。このように語ることで、
チェンバレンは、自らの主張がCMAの見解と合致することを確認する一方、自らの帝国
統合構想が、植民地からの賛同を得ていることを広くイギリスの人々に示したのである55。
　以上のように、CMAの代表達は、特恵と保護によるカナダ経済の振興やカナダ・ナシ
ョナリズムの高揚と帝国の統合を一貫した矛盾のないものと捉えていた。彼らは、自らの
主張がチェンバレンの主張と合致することを示すことで、グレイター・ブリテンの一地域
をなすカナダにおいて、保護と特恵を通して自らの手で国を発展させる権利と義務を有す
ると訴えたのである。その一方で、チェンバレンも自らの見解を支持するCMAの訪問を、
関税改革運動を盛り上げるために利用したのである。つまり、チェンバレンやCMAの代
表達の関税改革や帝国統合構想は、両者が相互に影響を与え合うことで醸成されていった
のである。
第三節　CMAの主張に対するイギリス側の対応
　（1）CMAの主張に対するイギリス商工業利害の見解
　このようにCMAは、カナダ製造業利害の観点から特恵関税や保護と雇用の重要性やブ
リティッシュ・アイデンティティによる紐帯と帝国の分権的統合を語ることで、本国での
関税改革運動を支援した。このCMAの視察旅行を関税改革同盟は高く評価し、「CMAの
主張は、カナダ国内においてチェンバレン支持の見解が優勢であることを証明」し、「特恵
関税に反対する入々を狼狽させるものだった」と述べることで、CMA一団の帰国後に関
税改革運動を高揚させるべくこの旅行を利用したのである56。
　その一方で、CMAの訪問を受け入れたイギリス各地の商業会議所の会員達に対して、
CMAの主張が十分に伝わったかどうかは疑わしい。たしかにCMAが訪問した商業会議
所においては、各会議所の会頭がCMA代表の演説を受けて自らの見解を述べている。し
かしその際、彼らの多くが関心を示したのは、CMA代表達が演説にて強調した保護と雇
用の問題でも、特恵関税による帝国の統合という抽象的な問題でもなく、より実利的な対
加特恵とカナダ市場への輸出に関する問題であった57。中でも、特に輸出市場としてのカ
ナダに関心を示したシェフィールド商業会議所会頭のベッドフォード（H．H，　Bedford）は、
1905年6月28日のシェフィールド会議所主催の昼食会で、イギリスが関税優遇を認めて
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いないにもかかわらず、市場を開放してくれるカナダに対して感謝の意を述べている58。
その一方で、彼は本国における関税改革によるカナダとの相互特恵や、CMAが提示した
ブリティッシュネスに基づく感情的紐帯、そして帝国統合構想には一切関心を示さず、
CMAに対してカナダとの貿易関係促進の手段としてカナダ市場での今以上の特恵拡大を
要求する主張をしたのである59。またリヴァプール商業会議所に関して、会頭ジョーンズ
（Alfred　Jones）は1905年7月3日に自らの会議所主催の晩餐会において、ジョージに
よる保護と雇用の増大という点からの関税改革の重要性に関する演説を聞いたが、関税改
革や帝国の問題に関して一切言及せず、関税改革の論争に介入することから距離を取る姿
勢を貫いたのである60。
　しかしながら、全ての会議所においてこのような対応が取られたわけではない。リーズ
商業会議所会頭のバラン（Henry　Barran）は、　CMAの演説の意図を汲み取った上で、自
らの見解を以下のように示した61。バランは自由貿易論者であったが、「第一にカナダの保
護、そして生産できない商品に関して特恵を通して帝国から輸入する」というカナダ製造
業者の見解は理にかなったものであると述べ、本国・植民地貿易促進のために外国よりも
イギリスから進んで輸入しようとする姿勢を高く評価している。さらに彼は、「カナダ人は
カナダ独自の利害に基づいて財政政策を決断すべき」と発言し、CMAの代表達がイギリ
スにて提示した「帝国の一部を発展させることが帝国全体の発展に繋がる」という主張を
擁護する姿勢を示した。このバランに続いて演説を行ったCMA書記官のヤングは、彼の
演説に応えるかたちで「イギリス人はこの地にてイギリス帝国を建設し、我々はカナダに
てイギリス帝国を建設している」と発言し、イギリス人とカナダ人が帝国の統合という同
じ目的を共有していることを確認したのである62。このように、CMAの代表達やロンドン
商業会議所内の関税改革論者が企図していた視察旅行による関税改革運動を高揚させると
いう計画は、関税改革同盟が賞賛するほどには大きな成果を上げたとは言えず、CMAは
イギリスの商工業者の関心を関税改革へと向けさせることには失敗したのである63。
　（2）CMAとチェンバレンの主張の相違
　このCMAによる視察旅行は、本国での関税改革運動の高揚に限定的な役割しか果たさ
なかっただけではなかった。CMAの代表達は、チェンバレンの主張をカナダの利害に即
して受け入れ、カナダの人々がいかにチェンバレンの主張に基づいて帝国発展のために尽
力しているかを旅行を通して訴えていた。しかし、訪問先でCMAの代表達が関税改革運
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動を高揚させるべく語った言葉は、彼らの意図に反してチェンバレンが普段の演説におい
て語る「植民地人の声」とCMAが語る実際の「植民地人の声」との間に大きな隔たりが
あることを明らかにしたのである。その隔たりは、以下の二点において顕著であった。
　第一に挙げられるのが、チェンバレンによる「植民地分離の危機」という主張である。
チェンバレンが主張する特恵関税導入は、食糧価格の上昇の可能性を伴うものであり、自
由貿易論者は「高いパン」というスローガンを掲げてこの点を批判することで労働者を引
きつけていた。これに対抗すべく、チェンバレンが提示したのが、保護関税による雇用の
増進と「植民地の分離」という主張であった。チェンバレンは、関税自主権を持つカナダ
がいつ本国への特恵的待遇を撤回するか分からないと述べ、「本国が植民地に対して相互特
恵を認めなければ植民地は分離する」と繰り返し主張し、危機感を訴えることで、食料価
格上昇の可能性の議論を回避しつつ本国・植民地関係緊密化の重要性を指摘していた64。
さらに彼は、1904年12月15日のライムハウスでの演説をはじめとする各地の演説にお
いて、特恵の申し出に対処できない自由貿易では、植民地からの支持を得ることはできな
いと主張し、自由貿易は植民地との紐帯を破壊する政策であると批判したのである65。
　しかし、このチェンバレンによる主張は、大きな矛盾を抱えていた。彼はこのように相
互特恵を認めなければ植民地は分離すると言う一方で、本国と植民地は同じブリティッシ
ュとしての感情的紐帯によって結ばれており、その強固な結びつきは揺るがないとも説明
していた。この後者の見解に依拠してCMAの代表達は、本国との相互特恵を支持しつつ
も要求はせず、イギリス各地においてカナダの人々もイギリスの人々と同様にイギリス国
王に忠誠を誓うブリティッシュであることを訴えたのである。っまりCMAの主張は、イ
ギリスの人々によってイギリスとカナダは感情的に繋がっているがゆえに、対英特恵の見
返りとしての本国からの対加特恵を受けずとも分離することはないと解釈されたのである。
　これに油を注いだのが、ジョージが本国との紐帯の強さを示すために言った「カナダ人
は関税に関係なくブリティッシュである」という発言である66。このようなCMAによる
愛国的な主張は、チェンバレンによる相互特恵を認めなければ植民地が分離するという主
張と、ブリティッシュネスに基づく感情的紐帯という：二つの主張の矛盾を顕在化させるこ
ととなったのである。この矛盾は、関税改革論者に対する批判へと転化したのであり、『シ
ェフィ・一一・ルド・デイリー・インディペンデント』紙は、ジョージの演説を「彼らが追求す
る特恵政策をイギリスに押し付けるのでも、チェンバレンやその支持者の常套手段の一つ
である不忠や分離という語で脅すこともない」と賞賛する一方で、チェンバレンら関税改
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革論者に対しては、「カナダ製造業者の客観的な態度とイギリスの特恵関税論者による見せ
かけだけの忠誠の対比は、いくら強調しても足りないくらいである」と痛切に批判したの
である67。
　これだけでなく、植民地への工業製品輸出に関するチェンバレンの主張の矛盾も、旅行
を通じて明らかにされた。シェフィールド会議所会頭ベッドフォードの事例ですでに説明
したように、イギリスの商工業者が植民地に期待していたのは、何よりもまず対英特恵の
拡大と工業製品の輸出拡大であった。彼らの支持を取り込むために、チェンバレンは1903
年10月6日のグラズゴーでの演説において工業製品輸出市場としての植民地の価値と、
本国を工業国、植民地を工業製品輸出市場、一次産品供給地と位置付ける自給帝国の考え
を詳細に説明している。その演説で彼は、「植民地は今後本国の既存の産業と競合する産業
を発展させないよう関税政策を調整するだろう」と述べ、植民地と相互特恵を結ぶことで、
植民地を本国製品の輸出市場として維持できるだろうと示唆している。このチェンバレン
の発言は、「失言」として彼の講演集からは削除されることとなったが、その後も彼は製造
業者の関税改革への関心を引くために、折に触れてほぼ同様の主張を繰り返したのである
68。
　他方、チェンバレンは植民地の製造業者に対しては、植民地での帝国統合支持の気運を
高めるべく植民地における工業発展を容認する姿勢を示していた。彼は、1903年10月に
タインマウスで「本国の関税改革によって植民地製造業の発展が阻害されるべきではない」
と発言しているし、また1905年1月にマクノートとの間で交わされた往復書簡において、
マクノートが提示したカナダ国内産業の保護と国産可能な商品の自給、そして生産不可能
な商品の帝国他地域からの輸入という主張に「全面的に同意」であるだけでなく、タイン
マウスでの自らの主張に変更がないと語ったのである69。つまり、チェンバレンは本国と
植民地の両方の関心を引くために、矛盾する二つの主張をそれぞれに対して提示していた
のであり、普段のイギリス国内における演説では、極力植民地での工業発展の話題に言及
することを回避していたのである70。
　しかし、先に触れたドラモンドによる直接会談や、マクノートによる往復書簡を通じて、
チェンバレンの見解と自らの見解が一致していることを確認していたCMAの代表達がイ
ギリスを訪問し、「チェンバレンの主張に基づいて」保護と特恵に基づくカナダ工業の発展
と帝国の発展が矛盾しないことを語ることで、植民地は本国工業製品の市場とはならず、
イギリスの製造業者にとって小規模な輸出増しか望めないことが明らかにされたのである。
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マクノートが演説にて述べた、「トロント、モントリオール、ウィニペグにある工場は、そ
れらがロンドン、グラズゴー、ベルファストにあるのと同様に帝国にとっての資産」であ
るという発言は、本国の製造業者にとって植民地における競争相手の増加を意味するもの
であり、彼らにとっては承服しかねるものだったのである71。この点に関して、自由貿易
論者リーバー（W．H．　Lever）は、1905年7H3日にリヴァプールにおいて行われたジョ
ージの演説の中から「カナダ製造業者が国内需要を満たすことが出来る商品の市場をイギ
リスの製造業者へと開放する意図を少しも読み取ることができず」、そのような主張は、「全
ての植民地がイギリスの工業製品を喜んで輸入する準備ができているというようなチェン
バレンの発言を根底から覆すと思えるのである」と述べることで、チェンバレンが国内の
製造業者に向けて示していた見解とジョージの見解が相容れないものであることを批判し
たのである72。
　またチェンバレンとCMAの見解の矛盾は、商工業利害だけでなく自由党系の政治団体
にとっても格好の攻撃対象となった。自由党系の政治団体である自由貿易同盟（Free
Trade　Union）は、機関誌『自由貿易論者（Free・Trader）』において、以下のようにチェン
バレンを批判した。植民地がイギリス工業製品に対して関税を引き下げるというチェンバ
レンの主張とは対照的に、「CMAが目指すのは保護関税」であり、「彼はチェンバレン関
税改革の問題に際して作り上げられたあらゆる幻想を取り除くのである。」このように語る
ことで『自由貿易論者』誌は、イギリスがカナダに特恵的待遇を与えても、カナダは工業
製品保護を改めるつもりはないと語るジョージの「率直さを評価」する一方、特恵をめぐ
る議論を混乱させることによって民衆を惑わすチェンバレンを攻撃したのである73。
　このようにCMAは、関税改革運動の高揚を目指してイギリスへとやってきたにもかか
わらず、本国においてチェンバレンら関税改革論者が有権者、特に製造業者の支持を得る
ために誇張したり、議論を避けていた論点を結果として白日の下に晒すこととなったので
ある。ケインが言うように、チェンバレンは有権者の動向を意識し、異なる矛盾した主張
を各地にて行うことがあった74。しかしチェンバレンは、国内の有権者だけでなく植民地
の人々の動向をも意識して、各々の利害に即した見解を提示していたのであり、CMAの
視察旅行を通してそれらの異なる見解の矛盾が明らかにされることで、本節で見たように
チェンバレンら関税改革論者に対する大きな批判を巻き起こしたのである。
第四節　CMA視察旅行の歴史的意義
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　以上のように、イギリス関税改革運動の最中に開催されたCMAのイギリス視察旅行は、
本国の関税改革運動を支援したいCMAの思惑、そして視察旅行を運動の高揚へと利用し
たいイギリス国内における関税改革論者の思惑を多分に孕んで計画、実行されたのであっ
た。特に、本国での関税改革運動の支援を目指すジョージやマクノートといったCMAの
幹部達は、この旅行中に訪れるイギリス各地の商業会議所での演説において、チェンバレ
ンや建設的帝国主義者による保護や特恵、そして帝国統合の議論を忠実に踏襲した演説を
行ったのである。しかし、そのようなCMA幹部らの努力は、結果としてCMAとイギリ
ス商工業者間の見解の相違や、チェンバレンの主張の矛盾点を明らかにすることとなった
のである。そのため、その成果の点から考えるならば、ただでさえ自由貿易論者とのイギ
リス本国通商政策をめぐる論争において劣勢であった本国の関税改革論者は、友軍である
はずのCMAの到来によって窮地に追い込まれたと言ってよいであろう。
　そのような状況で選挙に臨む関税改革派の不利は、火を見るよりも明らかであり、チェ
ンバレンでさえ選挙前に敗北を予想していたほどであった75。このチェンバレンによる予
想通り、CMA旅行の半年後の1906年1月に行われた総選挙において、関税改革を掲げる
与党統一党は大敗北を喫し、これ以降、本国における特恵関税に基づく本国・植民地関係
強化の議論は沈静化していくこととなった。
　他方、カナダへの帰国後に今回の視察旅行について語ったジョージは、この旅行を通じ
て「チェンバレンが植民地の支持を得ていないという批判に反駁」し、イギリス本国人、
植民地人ではなく「『帝国の市民』としての誇りを抱くことができた」と総括を行っている
76。このような「チェンバレンが植民地の支持を得ていないという批判に反駁」したと語
るジョージの評価は、この旅行の目的がイギリスにおける関税改革運動の支援という点に
あり、その後の1906年総選挙での統一党の敗北に至る関税改革運動の推移を見ると必ず
しも正確であるとはいえない。しかしながら、その総括の後半部分である「『帝国の市民』
としての誇りを抱くことができた」という部分に関しては、その後のCMAの活動を見る
ならば、極めて妥当な理解であるといえるのである。CMAの会員達は、この旅行を通し
て保護と特恵に基づく帝国経済関係緊密化の議論に関する自信をさらに深め77、本国にお
けるチェンバレンや関税改革論者との議論を通して、彼らの主張と自らの主張が一致する
ことを改めて確認したのである。そして本国の関税改革論者が語る帝国経済関係緊密化の
主張が彼らの主張と一致することを改めて確認することで、その後も「チェンバレンの見
解に依拠した」帝国統合に関する構想を実現すべく活動を展開していくのである。
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　その好例は、この旅行の翌年にロンドンで開催された第六回コングレスにおける特恵関
税支持決議の可決に向けての尽力である。CMAは、コングレス開会前日の1906年7月9
日にロンドンでカナダ各地の商業会議所代表と会談を開き、コングレスでの特恵関税支持
決議の可決に向けて、CMAとカナダ商業会議所が協力すべきであると提案を行ったので
ある78。その結果として、翌7月10日に開幕した第六回コングレスでは、モントリオール
会議所代表G，E．ドラモンドによって提案された特恵関税支持決議案が、討議の末に賛成多
数で可決されたのである79。この第六回コングレスにおける特恵関税支持決議の可決は、
コングレス史上初であり、帝国商工業界の総意として初めて特恵関税支持の立場が取られ
ることとなったのである。
　このようなコングレスにおける特恵関税支持決議の可決は、視察旅行時にCMAの主張
に対して批判的だった本国の製造業者や貿易業者の見解にも少なからぬ影響を与えた。コ
ングレスでの特恵関税決議可決以後、イギリス国内の商業会議所において特恵関税支持を
表明する会議所が次々と現れたのである。中でも象徴的であったのが、第二回コングレス
において、イギリスの自由貿易擁i護論の中核を占め、その後のコングレスにおいても一貫
して自由貿易支持の立場からカナダ商業会議所と論争を繰りひろげてきたロンドン商業会
議所による特恵関税支持表明である。ロンドン会議所は、1907年2月の会議所理事会に
おいて自由貿易支持決議を否決する一方、特恵関税支持決議を可決し、理事会終了後に全
会員を対象に実施された特恵関税決議案に対する投票でも、特恵関税支持の票が圧倒的多
数を占めたのである80。
　ジョージの総括が示すように、1905年の視察旅行を通してCMAは、本国における関税
改革運動を勝利へと導くことはできなかった。しかし、CMAの会員達が旅行を通して帝
国経済関係強化の主張をさらに強めたことは、結果的にではあるが、その後の帝国商工業
利害による帝国特恵関税支持の論調を形成するのに寄与したのであり、これ以後のコング
レスにおいて、帝国特恵関税支持決議がコングレス参加会議所代表によって継続的に支持
されていくこととなった。1906年以降、総選挙での統一党の敗北の結果、政治レベルでは
関税改革の議論は沈静化へと向かっていったが、それとは対照的にカナダのみならず、イ
ギリス本国やその他の帝国諸地域における商工業利害の間でも、特恵関税に基づく帝国経
済関係の緊密化の主張は、支配的な見解となっていったのである。
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第8章　図表
図8－11905年カナダ製造業者協会イギリス視察旅行日程
???
??
??
Q 寸＼
　　　　　〃
ブラツドフォー・・ド（6／30）
アプーJレ（6／18，7／
第一次地方視察
（6／26～6130）
第二次地方視察
（713－717）
ウォル7一ル（6／26）
?、
リーズ（6／29）
シ：Eフィールド（6／28）
　　　　　　々
ロンドン（6／19・》25。7／1，2，7～11）
出典：Library　and　Archives　Canada，　MG28・1230，　Vol．150，　Canadian　Manufacturers’
Associa七ion，　Offieia1　So　u　vernilr　Vj’81渉of　the　Oanadian／lfan　u」faeturers　to（］rea　t　Britain
June－。lulM　1905，　p．8；London　Chamber　of　Commerce，　Chambθr　of　Commerce　Journa！，
1905June，　p．139をもとに作成
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第三部　小括
　以上、第三部で検討したように、1903年以降チェンバレンが主導した関税改革運動に対
して、モントリオール商業会議所をはじめとするカナダ各地の商業会議所やCMAはチェ
ンバレン支持の姿勢を示し、本国での関税改革運動の高揚のために尽力した。これらのカ
ナダにおける団体は、第二部で明らかにしたように、世紀転換期までに対本国、自治植民
地貿易推進という観点から特恵関税に基づく帝国経済関係緊密化支持の立場を取っており、
彼らが目指した帝国全域を包括する帝国特恵体制の確立のために、カナダにおける特恵関
税論の高揚のみならず、帝国の中心たるイギリス本国における通商政策の変更へとその関
心を向けたのである。
　それゆえ、バーミンガム演説の3ヶ月後に開催された第五回コングレスにおいて、カナ
ダ会議所代表達は、帝国商工業界の総意として特恵関税支持が表明されることを望んでい
た。特に、本国の製造業者、貿易業者の関心を引くべく、特恵関税の導入による製造業保
護関税としての効果や植民地への輸出市場の拡大、または植民地からの安定した穀物供給
といった特恵関税の利点が彼らによって提示されたのである。しかしながら、彼らは本国
における通商政策変更によってカナダ経済が犠牲になることは決して望んでいなかったと
いう点は、見過ごされるべきではない。第五回コングレスにおけるカナダ会議所代表の見
解の背後にあるのは、工業製品輸入に対するカナダ市場における保護強化と特恵関税によ
る他自治植民地市場への工業製品輸出拡大というカナダ経済の発展と帝国経済の発展を一
貫したものと捉える視座である。彼らは、本国会議所の代表達に特恵関税導入の利点を語
る一方で、帝国内におけるカナダ利害の擁i護を心に抱いていたのである。彼らにとっては、
「カナダ第一、帝国はその次」なのであり、本国での関税改革は支援するが、それはカナ
ダ経済を犠牲にして行われるべきではなかったのである。
　またCMAは、関税改革運動を直接支援するために、視察旅行というかたちでイギリス
本国を訪れ、イギリス各地で特恵関税に基づく帝国経済統合の重要性を訴える演説を行っ
た。CMA会長のジョージをはじめとするCMA幹部達は、チェンバレンら本国の関税改
革論者の議論に依拠した、帝国経済関係の強化という実利的紐帯の強化と帝国の一体性と
いう感情的紐帯の両面から関税改革擁護の議論を展開することで、本国での関税改革運動
の高揚に努めたのである。
　しかし、このようなカナダ各地の会議所やCMAの努力をもってしても、カナダで燃え
上がった特恵関税支持の炎は大西洋を越えることができなかったのであり、本国世論はい
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まだ自由貿易支持が根強いことを証明することとなったのである。とはいえ、これらのカ
ナダ商工業者達は、チェンバレンによる関税改革運動の挫折以後も、イギリス本国に対し
て特恵関税支持の議論を提示し続けることで、本国商工業利害の通商政策志向の変化に貢
献したのであり、20世紀初頭においてカナダの商工業利害とイギリスの商工業利害は、特
恵関税に基づく帝国の経済的統合を目指すという点で統一した見解を持つに至ったのであ
る。
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結論
　以上のように、本論文では19世紀後半から20世紀初頭におけるカナダ商工業利害の通
商政策志向の変容を、特に彼らの帝国特恵関税に対する認識の変化に留意しつつ検討して
きた。その変容の過程を振り返った上で、当該期におけるカナダ商工業利害の通商政策志
向の特徴を指摘したい。
　19世紀中葉における旧植民地体制の崩壊以後、1880年代に至るまで、カナダ国内で帝国
関係強化の運動を主導したのは、与党保守党の中枢を担う政策決定者達であった。その一
方で、イギリス本国に依存しないカナダ経済構造を形成するために、保護関税の導入に基
づく製造業の振興に尽力した商工業者、特に製造業者は、その関心をカナダ国内に向けて
おり、イギリス本国や他の帝国諸地域との関係強化に対しては、必ずしも積極的ではなか
った。
　しかし、そのようなカナダ商工業利害の通商政策志向は、1880年代後半に大きな変化を
見せた。通商同盟運動の高揚による対米通商関係強化を恐れたカナダ商工業利害は、アメ
リカのオルタナティヴとしてイギリス本国との通商関係の強化を主張しはじめたのであり、
その手段として彼らが提起したのが帝国特恵関税であった。しかし、カナダ商工業利害は、
このような消極的理由からのみ特恵関税に基づく帝国経済関係の緊密化を支持したのでは
なかった。この帝国特恵関税は、イギリス本国だけでなく、西インドやオーストラリア、
南アフリカといった他の帝国諸地域との通商関係強化をも可能としたのであり、その導入
に積極的意義を見出した彼らは、この特恵関税支持の姿勢をカナダ国内においてだけでな
く、コングレスに参加することで帝国各地の商工業者に対しても示したのである。
　このようなカナダ商工業利害による特恵関税支持の主張は、1897年のカナダにおける特
恵関税採用によって強化され、カナダのみならずイギリスでの政策変更をも目指すに至っ
たのであり、1903年以降、チェンバレンが主導した関税改革運動をカナダ商工業利害は積
極的に支援したのである。たしかに彼らの支援は、1906年総選挙におけるチェンバレンが
属する統一党の大敗北からも明らかなように、必ずしも成功したとはいえない。しかし、
彼らの活動は、1900年代後半においてイギリス国内の商工業者の間で特恵関税支持者を増
加させる一因ともなったのである。
　このように、当該期におけるカナダ商工業利害の通商政策志向の変容過程を見ると、カ
ナダ商工業利害は、1880年代中葉までは帝国に対する関心が低かったが、1880年代後半以
降帝国特恵関税に基づく帝国統合の議論を受容することで、1890年代末以降にその通商政
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策志向を変化させ、特恵関税に基づく帝国経済関係緊密化の議論を積極的に支持するに至
ったということが明らかとなった。このようなカナダ商工業利害が抱く通商政策志向の変
容は、以下の三点のような特徴を有しているといえるだろう。
　第一に、カナダ商工業利害が支持する通商政策は、当然ではあるが、彼ら自身に実利的
な恩恵を与えうるものであり、彼らが特恵関税支持へと通商政策志向を改めたのは、特恵
関税の採用が彼らに何らかの利益をもたらすという判断からであった。具体的には、本論
で見たように、彼らが特恵関税を積極的に支持したのは、彼らが自治植民地をはじめとす
る他の帝国諸地域において輸出競争が可能となった世紀転換期以降であり、当該期におけ
る彼らによる通商政策志向の変更は、彼ら自身がカナダの輸出競争力の高まりを認識して
いたことの証左であるといえる。
　特に世紀転換期以降、製造業者達が積極的に特恵関税支持の議論を展開し始めたのは、
カナダの対英特恵によってカナダ国内市場でイギリスの製造業者との競争が激化すること
で生じる不利益と、他の自治植民地における対加特恵関税政策が推進されることで、将来
拡大が見込まれる自治植民地市場の確保が可能となることで生じる利益を比較した際に、
利益が大きいと彼らが判断したからであろう。彼らが、19世紀後半において保護主義政策
を支持するのは、保護主義が彼らの利害にとって有益だからであり、彼らが帝国経済関係
強化を支持したのは、同様にその政策が彼らの利害にとって有益であったからに他ならな
い。言い換えるならば、彼らの議論は帝国の統合を手段としてイギリス本国・植民地間の
通商関係強化を企図するものだったのである。そのため、彼らの議論は、同時期にIFLに
参加していた帝国主義者が語った自給帝国の創設や、帝国内の政治的一体性の強化といっ
た本国・植民地間の経済的紐帯強化を一手段として、帝国の統合を最終目的とする議論と
は本質的に異なるものだったのである。
　ゆえに、カナダ製造業利害が特恵関税に基づく帝国経済関係の緊密化を語る際に用いる
帝国の感情的紐帯という主張は、通商拡大の手段、つまりレトリックとしての要素が大き
かったといえるのである。この点が第二の特徴である。この点が顕著に現われたのが、彼
らが「ブリティッシュ」としての同胞意識に訴えることで、本国・自治植民地通商関係強
化の議論を展開するときであった。彼らは、イギリス本国に対しては同じブリティッシュ
として、カナダがイギリスと並ぶ工業国となるべく発展することが必要と語ることで、イ
ギリス本国とカナダが対等な存在であることを強調している。それに対して、彼らは他の
自治植民地との通商関係強化を図る際にも同様にブリティッシュネスに基づく連帯意識を
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訴えることでカナダ・他自治植民地間の一体感を語る一方で、他の植民地を「先進的工業
国」たるカナダとは異なる後進国と位置づけ、カナダと他植民地を「工業国と農業国」の
分業関係と捉えていたのである。たしかに、帝国市場への輸出額は必ずしも大きくはなか
った。しかし、カナダ商工業利害は、カナダ経済を「英米加北大西洋三角形」の最も弱い
一角としてだけでなく、カナダ、オーストラリア・ニュージーランド、南アフリカからな
る「自治植民地三角形」とでも言うべき枠組みの中での「先進国」として自らを認識して
いたのである。このような点からも、彼らが他植民地の人々を同質的なブリティッシュと
してみなしていなかったのは明らかであり、彼らが語った感情的紐帯はカナダとイギリス
本国や他の自治植民地とを結びつける上で重要な要素ではあったが、付随的な役割であっ
たに過ぎず、当該期にイギリス本国と自治植民地の紐帯を強化する上でより重要だったの
は、経済に依拠する実利的紐帯だったのである。近年、ブリティッシュネスに基づく本国・
植民地間の社会・文化的紐帯に注目する研究が蓄積されてはいるが、そのような紐帯強化
の背後にある経済的紐帯にこそ今一度関心が向けられるべきであるといえるだろう。
　さらに第三の特徴として挙げられるのは、このようなカナダ商工業利害によって思い描
かれたカナダ経済発展の方向性が、「農工連帯」、つまり農業と製造業を経済発展の両輪と
みなし、農業国としての側面と工業国の側面を同時に追求していくというものであったと
いうことである。1870年代に、製造業者は製造業保護と同時に農産品保護を訴え、自給的
な経済構造の形成を模索していたが、世紀転換期には国内の農業生産は、国内需要を大き
く上回り余剰産品市場を求めていた一方、製造業に関しても高率関税に保護されながらで
はあるが、国内市場において他国産品との一定の競争力を有しており、海外市場への輸出
市場拡大が模索されていた。っまり、カナダ経済の発展には、農産品輸出市場と工業製品
輸出市場の確保が必要と商工業利害は認識していたのであり、その市場確保に有効だった
のが、帝国との経済的紐帯強化であった。
　カナダ商工業利害は、帝国経済構造に占めるカナダの位置を「帝国第二の工業国」と規
定し、カナダより工業が発展するイギリスに対しては、「農業国」としての側面を追求する
ことで、ステープル論者がかつて主張した、ステープル輸出による様々な波及効果による
カナダ経済発展を目指した。それと同時に、カナダより後進的な他の自治植民地に対峙す
る際には、「工業国」としての側面を前面に押し出し、それらの自治植民地を従属的な一次
産品供給地、ないしは工業製品輸出市場と彼らは理解していたのである。彼らは、帝国経
済構造内においてカナダ経済を二っの側面から同時に規定していたのであり、実際に世紀
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転換期以降、カナダ商工業者は、「農業国」と「工業国」の側面を帝国内で追求することで、
セルフ・インタレストを満たしっっ、カナダ経済の発展と帝国経済の発展を両立可能であ
ると捉え、自らの利害を増進させることで、カナダ経済の発展、帝国経済の発展を推し進
めようと企図していたのである。ゆえに、カナダ商工業利害が特恵関税支持の立場を示し
始めた1890年代中葉以降、彼らの経済政策志向においてイギリス帝国は、彼ら自身の利潤
以上の意味合いを持ち始めたのである。近年のカナダ経済史研究では等閑視されてはいる
が、イギリス帝国は、カナダ経済発展に極めて重要なファクターだったのである。
　このように、19世紀後半から20世紀初頭にかけてカナダ商工業利害は、その通商政策志
向を変容させることで、イギリス帝国経済内に自らの利潤追求の手段を見出したが、この
後、彼らの特恵関税支持の主張はさらに強化されていった。1911年にカナダ首相ローリエ
が、従来の帝国特恵政策から一転して彼の宿願である米加互恵協定締結に動き出すと、カ
ナダ各地の商業会議所、そしてCMAは一斉に反米加互恵のキャンペーンを打ち出し、1911
年9月の総選挙でローリエを敗北へと至らしめた1。また第一次世界大戦によるナショナリ
ズムや帝国主義感情の高揚を背景に、戦時体制下に置かれたカナダ製造業は、軍需物資の
増産や対英輸出の増加によって実利的側面、そして感情的側面の両面において関係を強固
なものとしたのである2。
　このようにカナダ商工業利害は、本論文の検討対象である20世紀初頭以後も本国・自治
植民地間相互特恵を追求し続け、1932年にオタワで開催されたイギリス帝国経済会議
（British　Empire　Economic　Conference）において、イギリスが自由貿易政策を放棄し、
帝国特恵体制が確立されることで、彼らの夢はっいに現実のものとなった3。しかし、彼ら
が19世紀末から帝国経済関係強化と帝国経済構造内におけるカナダ経済の発展という「夢」
を見ている間に、カナダ国内におけるアメリカ多国籍企業による資本投資やカナダ国内へ
の支工場の建設が急速に進み、カナダ経済は投資や技術依存というかたちで着実にアメリ
カ合衆国経済の影響下に置かれていった4。カナダ国内に建設されたアメリカ多国籍企業の
支工場で製造される「カナダ製品」は、カナダの商工業者が工業製品輸出貿易拡大の手段
と位置づけていた対自治植民地相互特恵を通して他の自治植民地へと輸出され、アメリカ
企業による自治植民地市場進出を促進したのである。このアメリカ多国籍企業の進出を
CMAは、「カナダ製造業の発展」とカナダ人の雇用増という点から支持の立場を貫いたの
である5。カナダ商工業利害が尽力した帝国特恵体制の確立は、言うなればアメリカ企業に
よる帝国市場進出の露払いとなったのである。
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　カナダ商工業利害の「夢」であった帝国特恵体制は、1932年の成立からわずか3年後に
カナダ首相キング（WLM．　Killg）がアメリカと互恵貿易協定を締結し、従来の対英帝国重
視の通商政策から対米通商関係強化政策へと転換することで、その意義を大きく低下させ
た。かつて、カナダ経済史の泰斗であるハロルド・イニスは、カナダの発展過程を「（イギ
リスの）植民地から国家へ、そして（アメリカの）植民地へ（括弧は筆者による）」と評し
たが6、本論文が取り上げた19世紀後半から20世紀初頭は、冒頭でのn一リエの引用にも
あるように、旧植民地体制下での従属的な状況から脱却し、その後の政治・経済的構造再
編を経て、カナダが「帝国内におけるネイション」としての発展の「夢」を見ることがで
きた時代であった。しかし、カナダ商工業利害が追求した帝国経済関係緊密化という「夢」
から覚めたとき、彼らが目の当たりにしたのは、アメリカ合衆国の「植民地」となったカ
ナダの姿であった。
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